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活動内容 

 
  

第 4 部会では、第 1 部会～第 3 部会で調査研究した各サブテーマの内容を実現するため

の具体的な地下インフラの再構築技術について調査研究を行った。  
下表に部会の活動状況（会議開催の概要）を示す。  

 
第 4 部会活動状況（会議開催の概要） 

回  開催日  主要議事  

第 1 回  2021 年  6 月  8 日  
・部会長、副部会長の選任  
・2021 年度の活動テーマについての討議  

第 2 回  2021 年  7 月 28 日  
・現地調査先、ヒアリング候補の検討  
・2021 年度の報告書作成内容についての討議  

第 3 回  2021 年  9 月  1 日  
・各委員による検討項目の提示と意見交換  
・講演会のテーマ検討  

第 4 回  2021 年 10 月  7 日  
・報告書項目内容及び目次（案）の検討  
・各項目の執筆担当決定  

第 5 回  2021 年 11 月  9 日  
・前田建設工業  ICI 総合センター見学会実施  
・技術情報の収集状況・検討経過報告  

第 6 回  2021 年 12 月 16 日  
・技術情報の収集取りまとめ  
・報告書記載事例の内容確認  

第 7 回  2022 年  1 月 20 日  ・各委員執筆内容報告と原稿全体の内容調整  

第 8 回  2022 年  2 月 15 日  ・報告書及び概要版原稿の最終確認、校正  
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第１章 はじめに 

 
第４部会では「ポストコロナ時代の環境変化を考慮した地下インフラ再構築」というテ

ーマに対し、実際に地下インフラを再構築する際に用いられる具体的な技術の調査研究を

行った。  
地下インフラの再構築は、地下インフラの維持、管理のみならず、インフラに新たな機

能・価値を付与し、利活用することを目的として行われる。よって「再構築」とは狭義に

は既存のインフラを補修、増改築することと考えられるが、本報告ではこれを幅広く地下

インフラの機能を維持、増進する手法であると考え、  
・既存地下インフラの維持、活用  
・新規地下インフラの構築  

の２つを共に対象とした。  
既存地下インフラの維持・活用としては、インフラ規模の拡大、機能の維持・強化・追

加、複数の地下インフラの結合などが挙げられる。特に維持管理については高度成長期に

整備された社会インフラが建設されて 50 年以上が経過化し、老朽化が進んで一斉に更新

が必要な時期を迎えており、リニューアルに関する技術が今まで以上に必要とされている。 
新規地下インフラとしては、設計段階から新たな機能・価値を付与することを前提とし

たもの等が挙げられる。また阪神淡路大震災や東日本大震災等を契機とした地下インフラ

の防災性能への関心の高まり、with コロナ時代における換気やソーシャルディスタンスの

確保等の新たな要件定義など、これまではあまり考慮されることの無かった要素に対する

検討、技術が必要となっている。  
本報告では地下インフラについて、第２章において今後想定される新たな用途について

述べ、第３章では既存のものを含む各用途に対する課題について整理する。第４章では再

構築に関する具体的な建設技術について施工技術という面から分類した。第５章でまとめ

ると共に今後の課題を挙げた。  
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第２章 想定される地下空間の新たな使い方（用途） 

 

2.1 地下空間利用のメリット 

2020 年から続く新型コロナウイルス感染の影響により世界中でパンデミックの混乱が

継続しているが、ワクチンや経口薬の開発も進んで徐々にポストコロナへ向けて変化しつ

つある。ポストコロナ時代におけるニューノーマルへの対応や、ユーザーの考え方の変化

に対して地下空間がどのようにあるべきで、どのような役割を果たせるのか、またどのよ

うな課題があるのか等について、DX（デジタルトランスフォーメーション）、SDGs も絡

めて議論すべき事項は多くなってきている。 

対面接触を減らすような新しい生活様式に対し、近年の自然災害リスクや環境問題にも

配慮しつつ、パブリックスペースの有効な使い方や特に都市部における土地有効利用の最

大限化など、空間利用の見直しに対するニーズが高まっている。甚大化が激しさを増して

いる災害時に備えた地下空間利用の問題点や役割、SDGs に基づいた地下空間利用、大き

な国際イベント開催時の地下空間利用時における対策、地下空間をより快適に利用するた

めの DX を基軸とした新たな価値など、新たな議論が必要な時期に来ている。このような

環境変化の中、ここで、地下空間のメリットとその利用について改めて整理してみたい。 

まず、地下空間には他の空間とくらべて多くのメリットがある。それらの代表的なもの

を挙げると以下のようなものがある。 

①  限られた土地を有効活用できる 

②  地下は地震力が小さい 

③  地下は温度が安定している 

④  地下は騒音が伝搬しにくい 

⑤  大気中に直接的に CO2 を排出させずに制御しながら排出することが可能  
⑥  災害時に使える空間の確保や貯蔵ができる 

⑦  地上の景観保全が図れる 

その反面、 

・工事費が高くなる 

・暗くて狭い印象がある 

といったデメリットもある。ここでは、地下空間のそれぞれのメリットについて説明する。 

 

2.1.1 限られた土地の有効活用 

特に都市部において、地上には既にものがあって錯綜しており、空いているスペー

スは限られ、新たなものは元あったものを解体するなどしてスペースを確保して新規

に構築するような形をとっている。これに対して地下空間は地上のスペースを再編す

ることなく新たに構築できるスペースであり、魅力ある空間である。 

 

2.1.2 地下地震力の特性利用 

図 2.1-1 に示す通り、深くなるほど地震力が小さくなる傾向があり、構造物や施設

内の設備に作用する慣性力が小さくなる。その反面、沖積層など浅いところで同じよ
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うな地盤であれば、地盤から作用する側圧については、深くなるほど大きくなる。一

方、岩盤など自立性の高い地山においては、深さに比例して大きくなるようなことは

なくなる。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
2.1.3 安定した地中温度の利用 

 図 2.1-2 の通り、地下は一年中を通して 10~15℃程度で温度変化が少なく、地上に

比べ夏は涼しく、冬はあたたかい傾向にある。これを空調に利用する例がある（図 2.1-

3）。全国各地でヒートポンプを利用して空調による CO2 排出減を達成しており、地球

温暖化対策（気温上昇対策）となるとともに、熱中症対策にもなっている。  

また、恒温性・恒湿性は、図書・芸術品・文化財などの保存にとって有利である。さ

らに、パイプの水が凍らないというメリットもある。  

     
     図 2.1-2 季節による地中温度の変化イメージ   

（出典；環境省 地中熱利用システムパンフレット 2021 年度版） 2) 

 

 
図 2.1-1 地中の地震力 

（出典；「地下都市は可能か」平井堯編著、鹿島出版会 (1991)） 1) 
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   図 2.1-3 地熱利用イメージ図  

（出典；環境省 地中熱利用システムパンフレット 2021 年度版） 2) 

 

2.1.4 低い騒音伝搬特性の利用 

地上で事業を実施する場合と比較して、地中の場合は騒音拡散が減少し、地上の都市

環境保全に寄与する 3)。道路、鉄道などの交通騒音が発生するもの、機械音が発生する

もの、その他音響が発生するものを地下空間に配置することにより、地上の快適性を向

上できるメリットがある。  
 

2.1.5 大気中への CO2 排出制御 

地下空間は地上との連絡が限定された閉塞空間であり、地下空間で排出された CO2 を

一気に大気中に放出することなく、排気口で制御して放出することが可能である。これ

はすなわち、CO2 を化学的に処理して別の形にして大気中に放出することが可能という

ことである。  
 

2.1.6 災害時への備え 

コミュニティータンク（多機能型蓄熱槽）を地下に設置すれば、災害時の水の確保に

も役立てることができる。また、地下への入り口の構造さえ工夫すれば、地球温暖化に

よる海面上昇の影響を受けにくい空間を確保できる。さらに、地下空間は温暖化で高温

となった地上から日射を直接受けることが無いので、紫外線照射リスクを低減できる。 
 

2.1.7 地上景観保全 

地上に建設すべき構造物を地下に潜らせることにより、地上のスペースを確保できる

ようになり、緑地、公園の確保など景観に配慮した再開発が可能となる。交通渋滞も地

上から排除でき、歩行安全性も確保することが可能となり、憩いの空間を確保できる。 
 

2.2 地下と地上の有利な使い分け 

既に飽和状態となっている都市部において、新たに建設する地下空間と地上空間をある

程度分離することは、機能上でのメリットが大きい。現状において地上で用いている公共
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性の高いものは、行き先が決まっていて大量輸送するものが多い。このような意味では、

地下空間を用いても同じような効果を期待できる。また、地下空間は地上に比べて建設コ

ストが高く、特定の人や業界にメリットが偏るのではなく幅広くて社会的効果が高いもの

に使う方が望ましい。さらに、地下空間は地上に比べて限られた空間内での話であり、安

全性や移動時間に関して管理、コントロールがしやすく、BCP（事業継続計画）上で有利

である。公共であれば使用する車両を限定しやすく、合理的な断面を設定できてコストダ

ウンにつなげやすくなるとともに、地下空間での換気面で有利な状況をつくりやすい。こ

のような状況を鑑みると、地下空間を公共施設として活用するという基本原則が合理的で

ある。  
一方、地上に関しては、自由な空間であり、多種多様な使い道がある。道路建設も地下

に比べて安価で自由度があり、多様な用途に適している。また、カーボンニュートラル実

現の絡みでも地上の開発は極力おさえてオープンスペースをつくり（公共広場含む）緑地

を確保するなど、憩いの場や景観のために有効利用すると良い。地上のオープンスペース

での憩いの場であれば、ソーシャルディスタンスも確保しやすい状態となる。また、緊急

性の高いものは優先順位が非常に高く、緊急時に専用の空間を確保できないと目的の達成

が難しい。地下鉄など公共性が高く正確な時間で大容量移動を目指して運用しているもの

が多い地下空間に、緊急性の高いものも加えて通行できるようにするには、別の専用スペ

ースが必要になってコスト高となってしまい適さないため、緊急性の高いものは地上に配

置することが合理的である。  
なお、駅付近や地下通路脇ビル付近など地上と地下の接合部付近は地下に人流を入れた

方がスムースな流れになる場合もあり、こういったところでは人流など自由で動きが不規

則なものも地下に入れる方が合理的なケースもある。  
 

2.3 新たな地下空間利用の可能性がある用途 

 独立した地下空間を構築するのには、従来の技術を用いれば、特別な問題が発生するケ

ースは少ないが、連続して繋がっていないと機能を損なうような長い地下空間を構築する

には、条件に応じて特殊な施工技術を要するケースが多くなる。 

 

2.3.1 移動手段   

地下交通としては、都市部の地下鉄道が 1930 年頃から使われている 4)が、路線が増え

るにつれて交差部においてどんどん大深度化が進んでおり、東京では深いもので地下約

50ｍまで至っている 5)。鉄道関係においては、新交通システムなどで無人施工のものも出

てきている。  
次に多い地下交通施設は都市部の高速自動車道路である。地下建設費が高いこともあ

り、一般自動車道路は地上がほとんどで、一部アンダーパスで交差する部分は一般自動車

道路も地下とすることがある。自動車は様々なサイズが存在し、速度も制限範囲の中で自

由なところもあって幅員にある程度の余裕が必要となるが、自動運転化することによって

その余裕代を少なくすることができ、トンネル断面縮小が可能となってコストダウンを図

ることが可能となる。最近では、東京の外環自動車道は地下部分が非常に長くなってい

る。  
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2.3.2 電力などエネルギー 

SDGs やカーボンニュートラルの観点から考えると、自然エネルギーの割合の増加が望

まれるところであり、地下空間を利用する発電形式もある。  
昭和時代から岩盤の中に広大な地下空間を構築した地下発電所が建設されており、葛野

川発電所は有名で、水力を利用したものである。  
最近では、地熱を利用した発電所もあり、八丁原発電所が国内最大である。カーボンニ

ュートラル実現に向けた自然エネルギーの一種であり、CO2 や有害ガスを発生することが

ない、季節や天候の変化による影響を受けにくい、枯渇の心配がない、輸入資源に頼らな

くて良いなどのメリットがある。一方、コスト高、地下水くみ上げによる周辺への影響、

建設時の掘削に伴い有害物質が出る場合がある、温泉地などの観光地が多く景観に与える

影響があるなどのデメリットもある。地熱の利用は、省エネタイプの効率的な空調設備に

も用いられている。地下熱は１年中を通じて概ね一定であり、これを利用することにより

CO2 排出量を大幅に削減することが可能となる。  
 

2.3.3 上下水道 

上下水道は、歴史的にほとんどが地下埋設となっている。上水道は圧力管で、下水道は

自然流下となっている。  
地球温暖化の影響による異常気象で、ここ最近もゲリラ豪雨が増えており、東京都神田

川・環状七号線地下調節地が完成した 2007 年頃から都市部の洪水対策として地下調整池

が造られている 6)。神田川調整池が有名で、総貯水量 143 万ｍ 3 という国内最大級の地下

調節池である。このような調整池は、通常は満水状態ではないため、この空間を利用する

新たなカナート構想も提案されている 7)。  
 

2.3.4 通信 

コロナ禍においてテレワークや WEB 会議が増加した。ポストコロナ時代においてもあ

る程度こうした状況を引き継ぐものと考えられ、さらなる通信容量拡大や通信速度の高速

化が望まれるところである。  
従来の通信ケーブルには固定電話線などがあり、電柱に沿わせていたが、景観の関係か

ら地下空間を這わせるケースが増えており、現在は通信速度の関係から幹線は光ケーブル

が多くなっている。電波を用いる通信網は地上空間、空中空間、宇宙空間を用い、地下空

間で用いられる通信網は有線ケーブルを用いたものである。光ケーブル専用で地下空間を

構築するというのはコスト的にメリットが小さく、共同溝など別の目的で構築した地下空

間を間借りしてケーブルを敷設するケースが多い。  
 
2.3.5 物流・輸送 

コロナ禍において、対面接触を避けるためにネット販売の利用が多くなった。ポストコ

ロナ時代においても物流・輸送の能力増強が望まれるところである。 

物流・輸送でネックになるのは、渋滞による時間ロスである。地上の限られた空間を移

動させる場合、避けては通れない問題である。これに対して専用空間として使用できる地
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下空間においてはそれを避けることが可能となり、物流面において魅力ある空間である。

また、地上は天候や自然現象の影響も大きく受け、ゲリラ豪雨や地震などによる影響を大

きく受ける。これに対して地下空間は、周りを囲われていて防護されており、これらの天

候の影響を受けることは無く、予定通りのスケジュールで物を移動させることができる。 

 

2.3.6 人流 

人流のための地下空間としては、地下街、地下通路、地下広場などが挙げられる。人流

のための地下空間の最大のメリットは、雪や風雨等の気象条件による影響や自動車交通等

に対する危険が少ないことであり、ショッピングや歩行において快適に安心してできる空

間であることである。鉄道駅やビルから直結していて、利便性が非常に高いことが特徴と

してあげられる。信号も無く、店舗が密集していることもあり、一つの限られた範囲で全

ての欲求が満たされる可能性が高いというメリットを持っている。  
後から既設の施設と接続することが多く、接続部に新たにつくる開口の補強と接続部の

止水が技術的な課題となる。また、最大のデメリットとしては、常に照明と換気が必要で

電力が必要不可欠ということである。  
 

2.3.7 その他（防災シェルター、パンデミック時隔離施設など） 

地下は地上と隔離することが可能であり、戦争やテロ、災害時のシェルターとしての役

割を果たすことが出来る。一定期間に耐えうる備蓄をしておくことによって人々を安全に

かくまうことができるような空間を創出できる。  
備蓄という意味では、水を池として蓄えておくことにより、災害時の飲料水やトイレ、

風呂、食器洗いなどの生活用水にも使え、火災時の消火用にも用いるための水の備蓄用に

用いることができる。  
逆に、パンデミック時に感染者を一時的に隔離する施設にも用いることができる。地上

の空間と隔離して排気を清浄するなどコントロールすることにより、完全な隔離空間を創

出することができる。  
【参考文献】  

1) 「地下都市は可能か」平井堯編著、鹿島出版会 (1991) 
2) 環境省地中熱利用システムパンフレット：2021 年度版 p.3、p.5 
3) 国土交通省パンフレット：新たな価値を生む空間 大深度地下 p.11(参照 2022.1) 

https://www.mlit.go.jp/common/000108805.pdf 
4) Wikipedia 日本の地下鉄 「歴史 東京地下鉄道による初の地下鉄」(参照 2022.1) 

https://ja.wikipedia.org/wiki/%E6%97%A5%E6%9C%AC%E3%81%AE%E5%9C%
B0%E4%B8%8B%E9%89%84 

5) 国土交通省パンフレット：新たな都市づくり空間  大深度地下  p.3 (参照 2022.1) 
https://www.mlit.go.jp/crd/daisindo/panhu_1.pdf 

6) 東京都 HP 東京都の調整池・分水路 整備済の調整池一覧 (参照 2022.1) 
https://www.kensetsu.metro.tokyo.lg.jp/jigyo/river/chusho_seibi/ike.html 

7) 吉川猛ほか：「国土強靱化に資する地下空間利用に関する調査（その２）」 

第 71 回土木学会年次学術講演会 CS4-002 pp.3-4 
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第３章 それぞれの用途に対する共通の課題と特有の課題 

 
3.1 共通の課題 

地下インフラは土地利用の効率化などの観点から都市域に構築されることが多い。よっ

てその施工においては既存構造物との近接、騒音・振動などの環境問題、従来インフラの

機能を止めることなく改築などを行う活線施工などに関する技術が必要となる。  
さらに近年は福岡市地下鉄七隈線延伸工事における博多駅前陥没事故、東京外郭環状道

路工事における調布市道の陥没事故などNATM、シールド、基礎工事等に起因する事故が

社会的な注目を集めており、安全に地下空間を構築する技術も必要とされている。  
また電気・通信等のライフラインに関連する設備、物流基地や地下鉄・道路等の交通設

備などについては、都市域以外にも構築される。よって本報告においては、都市域以外に

おいて活用される技術についても記述する。  
 
3.1.1 地盤状況 

都市域の地下工事においては軟弱な地盤や地下水が問題となることが多い。地盤情報に

ついては、国土地盤情報検索サイト（KuniJiban）1)や東京都地盤情報システム 2)、関西圏

地盤情報データベース 3)などボーリングング柱状図や土質試験結果等を収集、公開するシ

ステムが複数開設されており、公共工事においては自由な利活用が認められている。また

環境省は地盤沈下の状況や地下水の利用状況等に関する情報を「全国地盤環境情報ディレ

クトリ 4)」としてホームページにて公表・更新している。よってこれらの情報の存在を前提

とし、地下インフラ構築工事が周辺環境（地盤沈下、井戸の枯渇など）にどの様な影響を

及ぼすかを予測する技術が求められている。設計段階においては、これらの地盤情報と構

造物の物性を一体化した解析を行い、地盤の安定性と構造物の安全性を併せて評価する手

法も開発が進められている。また軟弱地盤においては、高い精度で所定の地盤改良体の造

成を可能とする技術が、地下水においては地下インフラに漏水として損傷を与えるおそれ

もあるため、止水・防水に関する技術も課題となる。  
 
3.1.2 地下埋設物 

地下インフラ工事においては、既存の地下埋設物の正確な位置の把握が必要である。地

下埋設物を工事中に損傷する事故件数は2000年までは減少傾向にあったが、近年は横這い

状態が続いている 5)。特に社会的な影響の大きい通信ケーブルの損傷に対しては、事故を起

こした施工者が発注者から指名停止を受けるケースも続出している。上下水道、電気、ガ

ス、通信などの埋設情報は、基本的に事業者（地方公共団体、電気・ガス・通信事業者等）

毎に保有する台帳に記録されており、必要に応じて共有されているのが現状である。しか

し台帳に記載されている情報が不正確であったり、地下埋設物に対する照会を怠るなどを

原因とする事故が多発したこともあり、東京23区および札幌，名古屋，大阪，福岡などの

11の政令市では、道路及び占用物件に関する各種情報をGIS（地理情報システム）を活用

して総合的に管理し、道路管理者および専用事業者に提供する道路管理システム（ROADIS）
が、（一財）道路管理センターにより運営されている。このようにライフライン関連の地下
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埋設物については情報の整備が進められているが、地下インフラ工事では過去の別工事に

おいて施工された杭や埋設物など予期せぬ障害物に直面することもある。よって特に再開

発工事においては、過去の工事情報へのアクセスや障害物の探査技術、また障害物の撤去

に関する技術が必要となることもある。  
 

3.2 各用途における特有の課題 

 

3.2.1 移動手段を地下空間利用とする場合の課題 

都市域においては地下鉄が効率的な移動手段として大きな役割を果たしており、路線の

延伸や新線の建設計画が現在も進められている。また道路についてもバイパスとして渋滞

を解消することを目的とした東京外かく環状道路の整備が進められるなど、新たなトンネ

ルの建設が行われている。これらのトンネルは主にシールド、開削工法で施工されている

が、既存の地下鉄、道路との分岐合流、インターチェンジ区間における変形断面を構築す

る方法が大きな課題となる。また駅部等においてはシールド機が地下構造物へ直接到達で

きるような技術も求められている。  
 

3.2.2 電力などエネルギー施設を地下空間利用とする場合の課題 

国土交通省は近年頻発する災害や高齢化等に対応することを目的とした無電柱化推進計

画を策定しており、そのポイントのひとつとして徹底したコスト縮減の推進を挙げている。

具体的な地下インフラとしては電線共同溝や小型ボックス活用埋設などがあり、比較的浅

層における工事を効率的に進める技術が求められている。  
一方、エネルギー供給源としての地下インフラとしては、地下発電所やガス地下貯蔵施

設等がある。これらの施設においては地下に大空間を構築することが必要となり、支保構

造や掘削工法、施工機械など設計から施工、維持管理に至る各段階においてコスト低減と

信頼性の確保が課題となる。  
 

3.2.3 上下水道を地下空間利用とする場合の課題 

下水道は普及が進み、管路延長は約47万kmに達する一方、施設の老朽化も進行しており、

敷設後50年を超える古い管路が今後加速度的に増加する見通しである。そのため効率的な

点検調査技術、改築更新技術の開発が求められており、具体的には遠隔操作式のテレビカ

メラによる調査技術や、管渠を開削せずに更生する技術などの普及・促進が支援されてい

る。  
また水道管の老朽化が進む大阪市において水道管交換事業をコンセッション方式で民間

移譲する計画が採算面から頓挫するなど、水道の維持・補修の効率化は急務であり、上下

水道ともにコスト面が最も大きな課題となっている。  
 

3.2.4 通信施設を地下空間利用とする場合の課題 

地下に設けられる洞道などの通信設備に関しては、保安上の問題からその情報はほとん

ど公開されていない。NTT東日本は通信ケーブル用トンネルを東京都内だけで約290km敷

設しているが、これは他の下水道や共同溝とは接続されていない独立したものであり、そ
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の位置情報も一般には公開されていない。また法律により洞道を通信ケーブルの収容以外

に使用することは認められていないため、インフラとしての利活用においては、インフラ

機能と機密性の保持を両立するための基本的なルールを構築することが課題となる。  
 

3.2.5 物流・輸送施設を地下空間利用とする場合の課題 

都市圏における物流手段として、トヨタ自動車未来創生センター・大林組他による「ダ

イバーストリート」など、地下空間を利用した物流トンネル・新輸送システムが構想され

ている。これは通常の自動車や通行者とは隔離された物流インフラとして構築されるもの

であり、浅層では開削、深層ではシールド・山岳トンネル工法による施工が想定されてい

る。よって施工技術的には従来の地下空間構築技術の延長線上にあるが、電気自動車・電

車の使用を前提とした換気設備、トンネルの法的な位置付けとそれに伴う照明・非常施設

等の設備基準などについて検討する必要がある。  
 

3.2.6 人流施設を地下空間利用とする場合の課題 

日本の地下街の多くは昭和30～40年代に建設されており、全体の８割以上が開設から30
年以上が経過している。そのため経年劣化により構造物に有害なひび割れ、漏水、鉄筋の

露出、天井版等の不具合が発生していないか点検を行う等、その維持管理に多くの労力が

払われている。  
また地下街は耐震性に優れていると言われているが、阪神淡路大震災では三宮地下街に

おける吊り天井の脱落、東日本大震災では仙台駅地下通路での漏水など大規模な震災では

被害が発生している事例もあり、近年の耐震基準についての配慮も必要である。  
大規模地震等の自然災害発生時において、地下街が有する都市機能を継続的に確保する

ために必要な耐震診断、補強の方法や、避難計画検討の方法などについては、国土交通省

「地下街の安心避難対策ガイド（改訂版）」としてまとめられており、このなかで地震、浸

水対策として躯体の補強、長寿命化が求められている。  
また広場などの人流空間は、地上部や近隣ビルの地下階、地下鉄駅など他の構造物との

接続部を多数有していることから、これら接続部をどのように施工するかも課題となって

いる。  
 

3.2.7 その他（防災シェルター、パンデミック時隔離施設等）を地下空間利用とする場合

の課題 

防災シェルター等の設備は、個人宅の地下設備として販売されているものもあるが、公

共インフラとして構築された事例は見受けられない。ノルウエー、フィンランド、スイス

など核シェルターとして地下インフラが構築されている国もあるが、日本においてはまず

それにどのような機能が必要なのか、それを実現するにはどのような地下インフラ設備を

構築するのかという点から議論を行う必要がある。  
パンデミック時隔離施設については、気流をコントロールする必要性から構造物に気密

性が求められる場合も想定される。  
またこれらのインフラの運用形態など、インフラ設備そのもの以外の法律的な課題につ

いても検討しなければならない。  
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第 4 章 地下インフラを再構築するための地下空間の建設技術 

 

4.1 地下空間の拡幅施工 

地下空間の拡幅施工は、既設地下構造物の側壁の一部を撤去して開口を設置し、開削工

法や非開削工法を用いて構築した新たな躯体を接続し、地下空間を拡幅する。その拡幅範

囲はポンプ室や換気ダクトのようなスポット的な事例から地下鉄の駅など連続的で広範囲

な拡幅事例まである。 

また、近年は周辺の諸条件から非開削での施工が求められることが多く、山岳工法やパ

イプルーフ工法等の各種非開削工法を融合した技術やシールドトンネル工法との組み合わ

せによる新しい技術が求められている。ここでは都市部の地下空間の拡幅施工を対象とし、

山岳トンネルでの断面拡幅は対象外とする。 

 

4.1.1 設計上の課題 

既設地下構造物の側壁の一部を撤去する場合、開口となる周辺の部材には撤去された側

壁がこれまで負担していた荷重が再配分され、部材の断面力が大きく変化する。このため、

多くの場合で部材の補強が必要となる。 

補強方法として、①負担が増える部材を直接補強する、②開口部を補強して開口の影響

を軽減する、③作用する荷重を減らす、④開口部付近を再構築する、等があり、現地への

適応性や工期、経済性を考慮して補強方法を選定する必要がある。②開口部を補強して開

口の影響を軽減するには補強桁の設置が考えられるが、内空断面に制限等がある場合には

影響が少ない鋼板や炭素繊維による壁内部からの補強、あるいは内空断面に影響を与えな

い壁外部からの補強などの補強方法を選定する必要がある。 

大断面の地下空間拡幅にあたっては、その施工時に荷重系および構造系が逐次複雑に変

化するため、完成時の性能評価に加えて施工時の各ステップにおける性能を適切に評価す

ることが必要となる。 

 

4.1.2 施工上の課題 

地下空間の拡幅に際し、既設地下構造物や周辺の構造物に影響を与えない施工方法の採

用が必要となる。地盤条件や地下水の条件によっては、遮水や土圧の低減、地盤の補強等

を目的とした地盤改良工法や地盤凍結工法、出水リスクの低減や仮設の構造安定性の確保

のための地下水位低下工法などの補助工法の検討が必要となる。 

また、既設構造物と新たに拡幅した構造物の接続箇所では構造が複雑となるため止水対

策が課題となる。非開削工法による施工の場合は完全な外防水の施工は難しく、導水工に

より漏水を処理することも考慮する必要がある。 

 

4.1.3 地下空間の拡幅事例 

大規模な地下空間の拡幅事例として、地下鉄道の 2 本のトンネル間を切拡げて駅ホーム

を構築する工事や、地下道路のトンネルを切拡げて出入口部やジャンクション部を施工す

る工事がある。 
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「シールドトンネルにおける切拡げ技術、土木学会、トンネルライブラリー第 28 号」で

は、鉄道工事、道路工事、共同溝および下水道工事におけるシールドトンネルの切拡げ事

例を 35 事例調査し、その施工事例の工事概要、構造概要、施工概要、設計概要等について

掲載している。また、事例のうち 12 事例について設計方法および施工方法の詳細を記載

している。表 4.1.3-1 に調査した切拡げ施工事例の一覧（35 事例）を、表 4.1.3-2 に記載

してある施工事例の概要の一例を示す。また、表 4.1.3-3 に設計方法および施工方法の詳

細を記載した 12 事例の一覧を示す。 

 

表 4.1.3-1 調査した切拡げ施工事例の一覧（35 事例） 

出典：シールドトンネルにおける切拡げ技術 1) 
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表 4.1.3-2 鉄道の施工事例(14)：小田急電鉄小田原線下北沢駅 

出典：シールドトンネルにおける切拡げ技術 1) 
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表 4.1.3-3 設計方法および施工方法の詳細を記載した事例一覧 

出典：シールドトンネルにおける切拡げ技術 1) 

 

 

「東京外かく環状道路（関越～東名）」における本線シールドトンネルとランプシールド

トンネルをつなぐ地中拡幅部（東名 JCT 部、中央 JCT（南）部、中央 JCT（北）部、青梅

街道 IC 部の 4 箇所）では、市街化された地域の地下部における前例のない非開削による

大規模な切拡げ工事となるため、国土交通省が地中拡幅部における技術開発業務を発注し

た。技術開発成果として公表された地中拡幅工法と工法概要および受注者の一覧を表

4.1.3-4 に示す。 

 

表 4.1.3-4 地中拡幅技術開発業務の工法一覧（その 1） 

工法名 工法概要 受注者 

円周シールド連結工法 本線シールド下部や横に構築した発進基地から円周

シールド機でリング状の構造物を順次構築し、それら

を連結して、本線トンネルを包括した大断面トンネル

を構築する 

大林組 

ビック K アーチ工法 トンネル上部に多数の鋼製のパイプを地中に挿入す

ることでアーチ上部の地盤を支える「曲線パイプルー

フ支保構造」又は「注入式長尺鋼管先受け工」と、極

めて強度の高い鋼製のアーチで構築する「高剛性ビッ

グアーチ支保構造」の二重の支保構造を設置し、トン

ネル部を掘削し、本設覆工構造を構築する 

鹿島建設 
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表 4.1.3-4 地中拡幅技術開発業務の工法一覧（その 2） 

工法名 工法概要 受注者 

まがるーふ工法 4 本の導坑トンネルから曲線函体推進により、地山に

鋼製の外殻を連続的に構築後、函体内部にコンクリー

トを充填し、本体覆工構造を構築する 

熊谷組 

K パイプリング工法 導坑シールドから地中に向かって多数の曲線の鋼製

パイプを推進（曲線パイプルーフ工法）させ、導坑内

で接続して円環状のパイプの壁を構築して地盤の安

定性を確保しながら、周辺の土を凍らせる「凍結工法」

にて止水を行い、本体覆工構造を構築する 

鹿島建設 

CS-SC 工法  

(Circular Shell structure 

system with Shield tunnels 
by Cuttable segments) 

ランプシールド側部から円周シールドで発進基地を

構築し、その後発進基地から先行シールド（φ4.05m

×18 本、切削セグメント＋鋼製セグメント）及び先行

シールドを切削しながら掘進する後行シールド（φ

4.05m×18 本、鋼製セグメント）を施工し、それらを

組み合わせて、大断面の外殻部を構築する  

前田建設工業  

SR-JP 工法  

(Shield Roof Pre-supporting 

System for Junction as 
Permanent Structure) 

構築する空間を包むように複数の小口径シールド（外

殻シールド）を掘進し、この間を凍結工法等の地盤防

護によって切り開いて外周の本設覆工構造を構築す

る  

清水建設  

WJ(Wing Joint segment)セグ

メント＋シールドルーフ工法  

ランプシールドトンネルを延伸させ、小口径シールド

（シールドルーフ）を先受けとして拡幅部を掘削し、

本線・ランプシールドのセグメントを拡幅セグメント

（WJ セグメント）と接続することで、断面の一部と

して利用し、大断面を構築する  

安藤・間  

地下水対応型継手による覆工

の外殻先行構築工法  
ランプシールド側部から構築した発進基地より、継手

により相互に連結された角型鋼管を推進工法にて縦

断方向に施工（全 28 エレメント）することで地中拡

幅断面を構築する  

戸田建設  

円周シールドと大口径密閉型

パイプルーフを組合わせた地

中拡幅工法  

円周シールドにより構築された発進基地から、仮設支

保工として大口径パイプルーフを施工し、内部を掘削

しながら、本設覆工構造である SRC 覆工を構築する  

奥村組  

3C （ Cut and Connect in a 
Circle）先行覆工地中拡幅工法  

本線シールドトンネルより構築した発進基地より、小

口径シールドを先行と後行の 2 段階に分けてラップ施

工し、シールド内部を鉄筋コンクリートにより連結す

ることで、円形の大口径先行覆工を構築する  

西松建設・日本

シ ビ ッ ク コ ン

サルタント  

出典：国土交通省関東地方整備局記者発表資料 2) 
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【参考文献】  
1) (公社 )土木学会：シールドトンネルにおける切拡げ技術 , トンネルライブラリー第28

号 , 2015年10月  
2) 国土交通省関東地方整備局：記者発表  『東京外環トンネル地中拡幅部における技術開

発業務』 , 2015年12月22日（参照2021.12）  
https://www.ktr.mlit.go.jp/gaikan/pdf/press_pdf/2015/h27_1222_press.pdf 
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4.2 地下空間の接続施工 

新たな地下構造物と既設地下構造物との接続では、既設構造物の側壁の一部を撤去する

開口はスポット的となる場合が多く、一般的には拡幅施工に比較すると開口面積は小さく

なる。施工方法は地下空間の拡幅施工と同様に非開削での施工が求められる場合が増えて

きており、山岳工法やパイプルーフ工法等の各種非開削工法を融合した技術やシールドト

ンネル工法との組み合わせによる新しい技術が求められている。 

 

4.2.1 設計上の課題 

既設構造物への開口による影響により、地下空間の拡幅施工と同様に部材の補強等を検

討する必要がある。また、接続のための新たな構造物は既設構造物と地震時の変形挙動が

異なる事が多く、変形挙動の相違を考慮した接続方法の検討が必要となる。 

 

4.2.2 施工上の課題 

地下空間の接続施工に際しても拡幅施工と同様に、既設地下構造物や周辺の構造物、人

や車の流れに影響を与えない施工方法の採用が必要となる。土被りが小さい場合は工事費

および工期の比較から開削工法が採用されることが多いが、地下埋設物が多い場合や夜間

でも地上交通量が多い場合、土被りが大きい場合には非開削工法が採用される。非開削工

法ではパイプルーフ工法などの補助工法を併用した山岳工法や推進工法、シールドトンネ

ル工法を用いて施工することが多く、接続構造物の延長や断面の形状・大きさ、地盤条件

等に応じて施工方法を決定する必要がある。 

地盤条件や地下水の条件によっては、遮水や土圧の低減、地盤の補強等を目的とした地

盤改良工法や地盤凍結工法、出水リスクの低減や仮設の構造安定性の確保のための地下水

位低下工法などの補助工法の検討が必要となる。 

 

4.2.3 地下空間の接続工法 

地下空間の接続施工事例として地下街と周辺ビルとを接続する地下通路工事や下水道

などの雨水管路や共同溝の分岐・接続部の施工があげられる。新設する地下通路工事では

利用者の利便性を考慮して土被りの小さい浅い位置に計画されることが多く、大手ゼネコ

ン各社では非開削の施工方法として少ない土被りで施工可能な矩形推進工法や矩形シール

ド工法を開発している。矩形シールド工法例として、地下鉄銀座駅と商業施設「GINZA SIX」

を接続する地下通路工事で採用された、EX-MAC 工法を図 4.2.3-1 に示す。 
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図 4.2.3-1 密閉型矩形シールド「EX-MAC 工法」 

出典：鹿島建設 HP1)  

 

一方、下水道シールドトンネルにおいて流入管などの地中接合を行う場合、一般的

に大深度での施工となり、トンネル坑内から凍結工法や大規模な地盤改良を実施して

施工していることが多い。 

最近では安全面やコスト面からシールド機で直接接合する工法も開発され実用化さ

れている。シールド機で直接接合する工法の例として、シールド機に格納装備した切

削ビット付きの鋼製リング（切削リング）を回転させ、既設管を直接切削・貫入し、新

設トンネルをＴ字形に機械接合する、地中接合工法機械式Ｔ字接合シールド工法（T-
BOSS 工法）を図 4.2.3-2 に示す。 

図 4.2.3-2 地中接合工法機械式Ｔ字接合シールド工法 

出典：東京都下水道サービス HP2)  
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前述のシールド機で直接接合する工法は直角接合が基本であり、斜め方向からの接

合や非管芯接合では大規模な地盤改良などの補助工法を併用する必要がある。新たな

斜め地中接合を可能とする工法として、分割フード式シールド接合工法を図 4.2.3-3

に示す。 

 

 

 

 

 

 

図 4.2.3-3 分割フード式シールド接合工法 

出典：奥村組 HP3)  

 

【参考文献】  
1) 鹿島建設 (株 )HP、プレスリリース、矩形シールド「EX-MAC」で歩行者専用の地下連

絡通路を構築（参照2021.12）  
https://www.kajima.co.jp/news/press/201712/21c1-j.htm?mode=pc 

2) 東京都下水道サービス (株 )HP、事業内容、機械式Ｔ字接合シールド工法（T-BOSS工
法）（参照2021.12）  
https://www.tgs-sw.co.jp/business/technical/c01/c07/ 

3) (株 )奥村組HP、奥村組の技術、分割フード式シールド接合方法（参照2021.12）  
https://www.okumuragumi.co.jp/technology/engineering/pdf/s06.pdf 
 

 

 

施工手順 

ステップ①：所定の位置まで掘進 

ステップ②：カッターヘッド伸縮用スポークを収納してシールドジャッキ等を解体し、 

分割フードにロータリシリンダおよび押出しジャッキを設置 

ステップ③：本管との離隔の小さい箇所の分割フードからウォータジェット併用で 

本管セグメントまで圧入し、分割フード先端部より薬液注入を行い、 

本管との接続部の止水を行う。隣接する分割フードの圧入を順次行う  
ステップ④：全分割フードについて圧入を繰り返す  
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4.3 既存施設との近接施工 

川合（2019） 1)は推進工事における近接施工について以下の通り概説している。近接施

工とは、既設構造物の機能に対し重大な影響を与える場所や施工であり、施工機械による

損傷などの直接的な損傷ではなく、地盤の変位や変形による影響を対象とした施工として

いる。近接度合いの可否判定は、既設構造物の所有者により定められており、新設構造物

の形式や施工法と地盤条件から、影響が及ばない範囲、まれに影響が発生する範囲、およ

び影響があり対策が必要となる範囲などに区分されているのが一般的である。また、離隔

距離は施工方法、掘削断面、土質条件などから管理者と協議を行い、十分安全な距離とし

なければならないとされている。  
都市部では、既設構造物をかわして新設構造物を建設する際に、その上下左右で近接施

工が生じる。このため、本項では、都市部における開削工法や非開削工法での近接施工に

限定する。  
 

4.3.1 設計・施工上の課題  
佐々木・石井（2007）2)は、近接施工となる場合には、近接する既設構造物の許容値・管

理値を定め、施工中の管理を行う必要があるとし、近接施工における課題を以下の通り述

べている。  
(1) 許容値と管理値 

鉄道をはじめとする管理者側の各企業体で、近接施工における許容値・管理値を定め

ているが、本来は管理側・施工側の技術者が協議し、条件に応じて定めるべきものであ

る。許容値・管理値が安全側に画一的に定めることは、厳しすぎる許容値・管理値を強

いることにつながる。許容値・管理値を変位で規定する場合、多くは相対変位が問題に

なるにもかかわらず、絶対変位で管理する事例が大多数であり、これも厳しすぎる許容

値・管理値の一因となっている。  
また、複数の工事が同時に進行する場合、あるいは地下水位の季節変動など工事以外

の自然現象の影響を受ける場合の許容値・管理値の設定法、さらには、指針類を持たな

い既設構造物の取扱い方法などが、今後の課題として挙げられる。  
 

(2) 予測解析技術 

近接施工では、近接構造物へ及ぼす影響を適切に評価する技術が求められている。近

年では有限要素法を用いた解析も広く用いられているが、以下のような課題が残されて

いる。特に、対象構造物の許容値・管理値が極めて小さい場合には、解析結果に対する

過大な期待は禁物であり、得られた数値をそのまま施工管理に用いることについては十

分な配慮が必要である。地盤物性のばらつきの評価に関しては、信頼性理論の導入も一

つの解決手法となろう。  
①  地盤物性の評価（ばらつき・非線形性など）  
②  二次元モデルへの簡略化  
③  施工方法・手順のモデル化  
④  解析手法（逐次解析法・強制変位法、土・水連成解析法）の使い分け  
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通常の予測解析では強制変位法を用いる場合が多い。この場合、別途計算により山留

め挙動を適切に予測しておく必要があるが、近接構造物がある場合の山留め壁に作用す

る側圧に関しても、必ずしも明確にされているとはいえない。また、山留め壁の変形を

抑えた計画では、リバウンドの影響が卓越することがあるが、近接構造物がある場合の

リバウンドの検討方法も明確にされているとはいえない。  
地盤変位による既設構造物への影響は、構造特性、老朽度などにより異なる。特に局

所的な劣化が認められる場合、その構造物の剛性や耐力を評価することは容易なことで

はない。今後、評価法を確立していく必要がある。  
 

(3) 計測管理技術 

近接施工に伴う計測管理では、周辺構造物の許容値・管理値が厳しいため、通常の計

測管理では問題とならない計測値のばらつき・誤差（測定精度・温度変化、ドリフトな

ど）が問題となる。一般的な変位計測では、1～2mm 程度が、長期にわたって信頼でき

る測定精度と考えられ、要求される許容値・管理値との間に精度に対する認識の乖離が

認められる。  
また、測定値から工事以外の影響を除外するためには、可能な限り早期の事前計測が

必要となるが、諸般の事情から初期値の計測は工事直前に設定されることも多い。  
既設構造物の安定性を計測結果に基づいて管理するためには、既設構造物の簡便な応

力測定技術の確立が望まれる。  
 

(4) 施工管理技術 

既設構造物への影響は、施工の方法、手順、巧拙によっても大きく異なる。切梁（き

りばり）にゆるみがあれば当然山留め壁の変位は大きくなり、また、特に軟弱地盤では、

切梁の架設時期に遅れが生じると、山留め壁は計画時に想定した以上の変位が生じるこ

とが知られている。したがって、施工に際しては、当初の計画を遵守するのみならず、

山留め壁の変位（周辺への影響）を極力小さくする工夫が必要となる。そのための、施

工上のノウハウを蓄積していくことが必要となる。  
一方、計画段階で周辺への影響が大きいと予測された場合には、対策工を計画する必

要があるが、対策工の施工による周辺への影響に関して、未だ未解明な部分も多いのが

現状である。  
 
4.3.2 地下空間の近接施工技術・事例  

(1) 代表的な周辺地盤の地盤改良や耐震補強工法 

近接施工時の影響軽減策としては地盤改良や周辺地盤を補強する耐震補強工法が考え

られる。周辺地盤を補強する耐震補強工法には、周辺地盤を高剛性化することで地中構

造物に作用する地震時土圧を低減する工法と周辺地盤の液状化を防止する工法がある。

既設構造物への影響が少ない代表的な耐震補強工法は以下の通りである。  
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表 4.3.2-1 代表的な周辺地盤を補強する耐震補強工法 

 

出典：ENAA(2021)3) 

 

(2) アンダーピニング工法 

既設構造物に影響を与えないで地下鉄や道路などを構築する工法をアンダーピニング

工法という。鹿島建設 (株 )HP より、地下鉄銀座線の直下に地下歩道と駐車場を建設する、

上野地下歩行者専用道及び上野広小路駐車場建設一工区土木工事の事例 4)を紹介する。  
東京都台東区の上野地区では、道路地下空間の有効利用のために、中央通りの直下で

は、地下歩道と地下駐車場を整備する事業がある。計画した施設は、地下 2、3 階が地下

駐車場、地下 2 階の一部と地下 1 階が歩行者専用道路で、地下 1 階の一部に東京地下鉄

銀座線を抱え込むような構造となっている。延長 105m のうち、本土木工事では南 50m
の建設を担当した。銀座線を支えるためのアンダーピニング工法として、銀座線の鉄道

函体の真下に鉄骨桁 44 本を 1.1m 間隔に設置。順番に鉄骨桁上に載せ替えていった。  
東京地下鉄銀座線の上野駅～上野広小路駅間は 1930 年に営業を開始した区間である。

およそ築 76 年が経過し、現在も運転間隔 2～3 分の運行を実施している。この鉄道函体

を補強・防護も行い、地下鉄運行の安全を確保している。  
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図 4.3.2-1 断面図 

                        出典：鹿島建設 HP4) 

 

 

 

図 4.3.2-2 施工位置図 

                          出典：鹿島建設 HP4) 
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(3) 三次元常時微動トモグラフィ 

近接施工や小土被り条件下に対する施工における地質リスクを三次元で可視化し、信

頼性の高い BIM/CIM 地質モデルを構築することは、建設プロセスの生産性向上に寄与

できると考えられる。このような技術として三次元常時微動トモグラフィ 5)が有効であ

る。三次元常時微動トモグラフィ 5)とは交通や経済活動によって生じる微弱な振動を測

定し、地盤内部の伝播特性から地質構造を推定する物理探査手法である。応用地質グル

ープ 5)で開発したケーブルレス /GPS 機能付きの収録器を地表に多数配置することで、三

次元での地質構造把握が可能になる。国道事業における当該技術の適用事例（図 4.3.2-4）

では、現地の地形状況から埋没谷などの複雑な埋没地形が推定されたため、ボーリング

調査に加えて三次元常時微動トモグラフィを実施。限られた本数のボーリング調査のみ

では把握が困難な沖積層の複雑な分布や深度を可視化するとともに、ここから信頼性の

高い BIM/CIM 地質モデルを構築することで、地盤改良工事のコスト低減にも貢献した。 
実測値に基づく三次元地質モデルは、地質リスクの抽出や最適な地質調査地点の選定に

活用が可能なほか、BIM/CIM に統合することでその後の施工プロセスにおけるリスク

コミュニケーションの円滑化や地域住民への説明資料としても有効なツールとなる。 

 

 

 

図 4.3.2-3 三次元常時微動トモグラフィ 

                          出典：応用地質 HP5) 
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図 4.3.2-4 三次元常時微動トモグラフィの探査結果事例。上図が沖積層下端面の標

高コンタを、下図が探査結果の鳥瞰図（沖積層下端面を表したもの）を示す 

                          出典：応用地質 HP5) 
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評価 , 月刊推進技術 , Vol.33, No.3 (2019) 
2) 佐々木俊平・石井雄輔：近接工事の調査・設計・施工技術 2.近接施工の現状と課題 , 土

と基礎，Vol. 55, No.4(2007) 
3) (一財 )エンジニアリング協会：(2020M-035)2020 年度 都市域地下空間の立体的利用に

関する調査研究 報告書 (2021 年 3 月 ) 
4) 鹿島建設 (株 )HP column 都市部の地下構造物建設で活躍する・・・・アンダーピニン
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4) 応用地質 (株 )HP 建設事業における地質リスクを可視化  
～3 次元常時微動  トモグラフィ～ (参照  2021.12) 
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4.4 小土被り条件下に対する施工 

川合（2019） 1)は推進工事における小土被り条件下に対する施工について以下の通り概

説している。推進工法における最小土被りは、想定される土の緩み高さを考慮して一般的

に 1.0～1.5D（D：管外径）程度とされている。また、これよりも土被りの少ない場合には、

地表面の陥没あるいは地盤沈下、または逸泥、噴発等が発生する危険性が高くなるため、

土質条件、補助工法および防護工法等について十分配慮しなければならないとしている。

小土被りは、道路や地上構造物に対しての近接施工ともいえ、両者とも掘削に伴う地盤変

位による影響についての評価・対策が求められている。また、推進工法では管きょ築造以

外に、立坑築造時においても対象となる既設構造物がある場合には近接施工について考え

なくてはならない。  
本項では、小土被りの定義を 1.0～1.5D（D:掘進機外径）以下とし、小土被り条件下の

非開削工法による施工に限定する。  
 

4.4.1 設計・施工上の課題 

(公社 )土木学会（1983）2)によると、土かぶりの浅い地山では、掘削による応力解放、地

下水の排除、掘削による緩みなどにより地表が沈下し施工の困難さが増すばかりではなく

地表や地中の他の構造物へも影響する可能性がある。このような地点では、切羽が到達す

る前から、他の構造物も含めて計測を実施する必要がある。事前に十分な調査を行い、適

切な対策をとり、十分な注意を払って施工すれば地表沈下はかなり減少させることができ

るものと思われる。  
このため、小土被り条件下のトンネル設計・施工上の課題として地表沈下対策が考えら

れる。(公社 )土木学会（1983）2)は、このような地表沈下対策として地表沈下の要因、地表

沈下対策の基本及びその観点に基づく地表沈下対策の分類を以下の通り示している。  
 

(1) 地表沈下の要因 

要因 1：掘削に伴う切羽前方の緩み  
    掘削による応力解放に伴う変形  
要因 2：支保工（矢板）背面の空隙  
要因 3：支保工の変形・沈下  
要因 4：緩みの時間的増大  
要因 5：その他、圧密、塑性流動、湧水  

 

(2) 地表沈下対策の基本 

上記の要因に基づけば、地表沈下対策の基本は、「トンネル掘削に伴う地山の緩みをで

きる限り防止する」ことを主目的とし、またこの緩みは掘削に伴って切羽前方に発生し、

切羽通過後時間の経過とともに増大して行っていくものであるから、「できる限り早い時

期に緩みの増大を防止するための対策を施工する」ことである。  
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(3) 地表沈下対策の分類 

1) 緩みの防止 

①  掘削に伴う切羽前方の緩みを防止する。 

②  掘削後の緩みの原因となる支保工（矢板）背面の空隙をなくする。 

③  支保工の変形・沈下を防止する。 

④  緩みは時間とともに増大するもので、できる限り早い時期にこれを拘束する。 

2) その他 

①  圧密沈下の防止、沈下による構造物への被害を防止するために行う沈下の伝達を   

防止する縁切り工。 

 

4.4.2 地下空間の小土被り条件下に対する施工技術・事例 

(公社 )土木学会（1983）2)によると、地表沈下防止対策は、それぞれの要因に対応して

種々の工法があり、それらの工法は施工場所に関しては、「地表から行うものと坑内から

行うもの」、施工時期に関しては、「掘削に先立って行うもの、掘削時・支保工時に切羽

で行うもの、および掘削・支保工建込み後に行うもの」に分類される（表 4.4.2-1）。こ

れら対策工法は単一の要因に対してのみ効果を発揮するものでなく、その効果は種々の

要因にまたがって機能する場合が多く、また各施工時期に対応した対策工法をうまく組

み合わせれば地表沈下を防止するうえできわめて効果があげられるものと思われる。な

お、本件に関連する調査技術は、前述の 4.3.2 項 (3)目に示した。  
 

表 4.4.2-1 主要沈下要因と施工時期別沈下防止対策工法 

 

出典：JTA（1981） 3) 
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小土被り条件下に対する代表的な推進工法として、泥土加圧シールド工法が挙げられ

る。シールド工法技術協会 HP4)を引用し、泥土加圧シールド工法の概要・仕組み・実績

を以下に示す。  
 

【泥土加圧シールド工法の概要】  
① 広範囲の土質に適応性がある：砂層、砂礫層、シルト粘土層、シラス層およびこれら

の互層に対しても作泥土材を用いることにより、塑性流動性と不透水性を有する泥土

に変換できるので多種多様な土質に広く適用できる。  
② 沈下を最小限に抑えられる：切羽は泥土によって保持するため地山の変化はほとんど

なく、地表面の沈下を最小限に抑えることができる。  
③ 同時裏込注入が可能である：シールド外周部および作泥土室内は泥土で止水されてい

るため裏込注入材の切羽への回り込みがなく、確実な同時裏込注入が可能である。  
④ 大深度・高水圧下にも適応できる：最大水圧7kgf/cm2を作用させた掘進実験により、

高水圧下での掘進性能を確認しており、深度50m以上の大深度地下にも適応できる。  
 

 

図 4.4.2-1 泥土加圧シールド工法の原理図 

出典：シールド工法技術協会 HP4) 

 

【泥土加圧シールド工法の仕組み】  
泥土加圧シールド工法は、地山の変化を最小限に抑えるために、以下の 3 要素に基づ

いて泥土圧を管理して掘進する。  
① 土に変換する：カッタで切削した土砂に作泥土材を注入し、それを練り混ぜ翼で強

力に練り混ぜて、塑性流動性と不透水性を持つ泥土に変換する。  
② 泥土により切羽の安定を図る：泥土を作泥土室とスクリューコンベア内に充満さ
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せ、シールドジャッキの推力により泥土圧を発生させ、この圧力で地下水圧と土圧

に対抗し切羽の安定を図る。  
③ 泥土圧により掘進管理する：隔壁に取り付けた土圧計により泥土圧を常時測定し、

圧力が「泥土圧＝土圧（静止土圧）＋水圧」となるように掘進速度とスクリューコ

ンベアの回転速度を制御することにより、掘進を管理する。  
 

 

 

図 4.4.2-2 泥土加圧シールド工法の仕組み 

                出典：シールド工法技術協会 HP4) 

 

表 4.4.2-2 小土被り（1.0D 以下）の泥土加圧シールド工法の主な施工実績 

出典：シールド工法技術協会 HP4) 

 

以下、小土被り条件下の泥土加圧シールド工法の施工事例を下記 (1)、(2)に示す。前述

の 4.4.1 項 (3)目によると、これらの工法は主に緩み防止の地表沈下対策である。一方、

その他の地表沈下対策であり、沈下による構造物への被害を防止するために行う、沈下

の伝達を防止する縁切り工としてアール・アンド・シー（R&C）工法 7)の施工事例を下

記 (3)に示す。  
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(1) 泥土加圧シールド工法による海底下・小土被り・軟弱地盤のシールド施工事例 

一般国道 357 号東京港トンネルは、東京都品川区東八潮 (台場側 )から八潮 2 丁目 (大井

側 )を結ぶ首都高湾岸線東京港トンネルに並行した第 3 種 1 級の一般国道であり、357 号

東京港トンネル工事は羽田方面行きのトンネル整備事業である。本工事の工事延長は

1,880m で、そのうち海底下を含む 1,470m を泥土加圧シールド工法にてトンネルを構築

した。ここでは、松澤他（2014）5)を引用し、海底下・小土被り・軟弱地盤でのシールド

施工事例を紹介する。  
本工事の土層縦断図を図 4.4.2-3 に示す。シールドトンネルの平面線形は、ほぼ直線

であり縦断線形は両立坑から 4%勾配で下り海底部は 0.3%勾配となっている。海底部の

土被りは、6～9m であり、シールド機（図 4.4.2-4）の外径 D012.2m に対して 0.5～
0.75D0 と小土被り条件となっている。また、通過土層はＮ値 0 の軟弱粘性土（有楽町

層）であり、セグメントの浮上りと共にマシンの姿勢制御等が課題となっていた。  
本工事では、海底下・小土被り・軟弱地盤という厳しい施工条件の大断面シールド工

法であったが、計画時に追加地質調査を行い、土質条件を十分に把握した上で、考えら

れるさまざまな問題に対して、大口径リボン式スクリュウ 2 段配置やセグメント浮上り

防止重量付加部材設置といった対策を講じたことで通常のシールド工法と同様に安全な

掘進管理を進めることができた。  
 

 

図 4.4.2-3 土層縦断図 

出典：松澤他 (2014)5) 
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図 4.4.2-4 シールド機 

出典：松澤他 (2014)5) 

 

(2) 大断面シールド地上発進・地上到達の施工事例 

前述の 357 号東京港トンネル工事のうち、ここでは吉田他（2014）6)を引用し、シー

ルド工法の地上発進・地上到達の施工事例を紹介する。  
シールドの発進および到達立坑の位置については、①道路トンネルの非常駐車帯配置、

②立坑構築の省力化、③シールドトンネルの安定性を考慮した結果、両立坑ともシール

ドトンネルの土被りが 3m 確保できる箇所に決定した。  
シールド機の地上発進に関しては、「切羽圧管理」「線形管理」「裏込め充填管理」を考

慮して施工を行った。発進側と同様に到達側もシールド機の地上到達を実施した。道路

シールドトンネルでは、発進立坑～到達立坑間をシールド工法で構築後、アプローチ部

を開削工法で施工する方法が一般的だが、本工事のようにアプローチ部を利用した地上

発進～地上到達を行うことで、大幅な工期短縮の可能性があることが確認された。  
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図 4.4.2-5 地上発進状況（左写真）と地上到達状況（右写真） 

出典：吉田他 (2014)6) 

 

(3) アール・アンド・シー（R＆C）工法 

以下、(株 )奥村組 (2014)7)を引用し、アール・アンド・シー  （R&C）工法を紹介する。  
(株 )奥村組で実績を重ねたスライディングカルバート（SC）工法と、植村技研工業 (株 )

の箱型ルーフ工法が 1996 年に統合し、アール・アンド・シー  （R&C）工法と改称され

た。本工法は、供用中の鉄道や道路の路線下に、列車や車の流れを阻害することなくボ

ックスカルバート構造物を非開削で築造するアンダーパス技術である。矩形断面のパイ

プルーフ (箱形ルーフ )で軌道荷重や道路荷重を受けた後、敷設するボックスカルバート

の上面を箱形ルーフの上面に一致させ、箱形ルーフを押し抜きながらボックスカルバー

トを推進 (又は牽引 )する。箱形ルーフの上面にはフリクションカット用の鋼板 (FC プレ

ート )を載置しておき、ボックスカルバート推進時には、これを地中に残置することによ

って地山との縁を切り、上部地盤の変状を防止する。この箱形ルーフと FC プレートの

効果によって、低土被りでボックスカルバートを築造することができる。  
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図 4.4.2-6 アール・アンド・シー工法概要図 

出典：奥村組 (2014)7) 

 

 

図 4.4.2-7 設置された箱形ルーフ（左写真）と土被り浅く設置された函体（右写真） 

出典：奥村組 (2014)7) 
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4.5 大断面施工 

都市域の地下空間構築において、大断面化は、社会環境の変化、経済性などの観点から

その必要性が生じており、その主な理由は以下のとおりである 1)。  
［都市の過密化］  

・都市の過密化により、地上に設けていた河川、道路などの大型施設を地下に設ける

必要が生じ、施設の使用目的から大断面化の必要性が高まったため  
［経済性］ 

・施設の大断面化は、小断面トンネルの複数設置に比べ、占用面積の縮小による用地

費の節減ができるなど、全体工事費を安くできる利点があるため 

都市域において、地下空間を構築する際には、立地や地形・地質などの制約条件から、

シールド工法や推進工法などの掘進機を用いた非開削工法、ならびに開削工法を採用する

機会が多い。本節では、昨今、採用機会の増加ととともに著しい技術進展がみられるシー

ルド工法や推進工法などの掘進機を用いた非開削工法に着目し、大断面の地下空間を構築

する建設技術について紹介する。なお、建設技術の紹介にあたっては、「大口径円形シール

ド工法」、「断面分割工法」、「外殻先行工法」による大断面地下空間の構築技術を取り上げ、

それぞれに施工例を示し概要について述べる。  
 

4.5.1 大口径円形シールド工法 

シールド工法による施工断面は、従

来、外径 8～10ｍ程度までであった

が、昨今の掘進技術の発展とともに、

地下貯留管施設や道路トンネルなど

として、次第に大型化した。図4.5.1-1

から、大口径円形シールドの主な施工

実績をみると、1990 年代の神田川地

下調整池では外径 13.94m、その後の

東京湾横断道路では 14.14ｍ、2020 年

頃の東京外環道路（東京外かく環状道

路）では外径 16.1ｍのシールドマシ

ンが採用されている。  
ここでは、大口径円形シールド工法

による大断面地下空間の構築技術に

ついて、東京外かく環状道路（関越～

東名）のうち、「東京外かく環状道路  
本線トンネル（北行）東名北工事 3),4)」

を取り上げ紹介する。  
本線トンネル（北行）東名北工事で

は、図 4.5.1-2 に示す外径 16.1m の

シールドマシンを採用しており、カッ

ターヘッドが外周部と内周部でそれ

図 4.5.1-1 シールド施工の大断面化 

出典：日本建設業連合会 2) 

西暦(年) 

シ
ー

ル
ド

径
(m

) 
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ぞれ独立して稼働する二重カッター方式

となっている。二重カッター方式とするこ

とにより、それぞれ最適な回転速度を保つ

ことで、消費電力量を 30％程度低減し、掘

進速度を 25％程度向上する。  
カッターヘッドに取り付ける多数のビ

ットには工夫が施されている（図 4.5.1-

3）。一つのビットは複数の刃で構成されて

いる。強い衝撃がかかる両端の刃にはじん

性が高いタイプ、掘削量の多い中心部には

摩耗に強いタイプの超硬合金チップが使

われている。これにより、長距離掘進に耐

える長寿命なビットとなっている。また、

長短を付けたビットを段差配置している。

これにより、長いビットが摩耗した際には

短いビットがその役目を担い、交換を不要

とする。  
他にも、シールド掘進とセグメント（図

4.5.1-4）組立の同時施工を可能とする機

能、添加剤を自動的に注入して掘削土砂の

流動性を高め抵抗力を低減して安定的な

掘進を可能とするシステム、様々な計測デ

ータを統合することで異常発生時の対処

方法を自動でガイダンスするモニタリン

グシステムが搭載されている。   

図 4.5.1-2 大口径円形シールドマシン（二重カッター方式） 

出典：東京外環プロジェクト 3) 

図 4.5.1-3 カッターヘッドに配置された

多数のビット 

出典：大林組 4) 

図 4.5.1-4 

シールド機で取り付けるセグメント 

出典：大林組 4) 
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4.5.2 外殻先行工法 

外殻先行工法では、地下空間の外殻部を推進工法やシールド工法により小口径のトンネ

ルを並列して先行構築し、内部を後から一括して掘削することで非円形の大断面地下空間

を構築する。外殻先行工法による地下空間構築技術について、具体的な工法を挙げると、

URT 工法、PCR 工法、URUP 工法、MMST 工法など数多くの工法があり 5)、既存施設の

アンバーパスへの適用のみならず、地中拡幅施工（リボルバー工法 6)など）への適用拡大

がみられる。  
外殻先行工法による地下空間

構築技術について、ここでは、

「首都高速道路  高速神奈川 6 号

川崎線トンネル工事 7)」から、

MMST 工法を取り上げ紹介す

る。MMST 工法の施工手順を図

4.5.2-1 に示す。MMST 工法で

は、まず、トンネル外殻部を複数

の小断面シールドマシンにより

先行掘削し、単体トンネルを鋼

殻で構築する。単体トンネルの

施工完了後、鋼殻の一部を撤去

し、単体トンネル間の土砂掘削、

配筋およびコンクリートの打込

みを行い、単体トンネル同士を

相互に接続する。この作業を順

次繰り返し外殻部躯体を構築した後、立坑より内部断面を掘削し、大断面トンネルを構築

する。MMST 工法で使用されるシールドマシンを図 4.5.2-2 に、単体シールド施工時の留

意点を表 4.5.2-1 に示す。  
 

図 4.5.2-1 MMST 工法の施工手順 

出典：水野克彦 7) 

図 4.5.2-2 単体シールドマシン（横型、縦型） 

出典：土木学会  5) 

幅 8.80m×高さ H3.90m 幅 3.19m×H7.85m 
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表 4.5.2-1 単体シールド施工時の留意点 

シールドマシン  横型と縦側に分かれており、コストと工程のバランスを考慮して複数台で複数ずつ

の単体トンネルを施工するのが望ましい。  

掘削機構  泥土圧シールドを採用することで、土被りの小さい掘削に対応しやすい。  

裏込め注入  掘削時に発生する地山と鋼殻（一般的にはセグメント）の間のテールボイドが円形

シールドに比べて大きく、注入作業時には圧力に加え注入量の管理が重要である。 

姿勢制御  
特にローリングの姿勢制御が困難なため、シールドマシンの前胴ブロックを縦型は

上下 2 分割、横型は左右 3 分割として姿勢制御機能の充実を図るなどの工夫が必

要である。  

シールド掘進  土被りが大きく地山が安定している底版のシールドから施工を行い、側壁～頂版の

順で施工を行うのがよい。  
 
 
4.5.3 断面分割工法 

断面分割工法では、アンダーパスなどの大断面トンネルを小断面に等分割し、小型の矩

形掘削機を用いて隣接する鋼殻同士を接触させた状態で掘削し、内部に躯体を構築するこ

とで小断面トンネルを一体化して大断面の地下空間を構築する。具体的な技術としてハー

モニカ工法が挙げられる。  
ハーモニカ工法は、従来のパイプルーフ工法や外殻先行型の非開削工法では難しい曲線

施工に対応し、従来の非開削工法が不得意な 100ｍを超える距離の掘削を行う。また、大

口径シールド工法の課題（多大な機械設備費や土被り制限）を解決する 1 つの工法として

位置付けられる。ハーモニカ工法の施工順序図を図 4.5.3-1 に示す。施工 STEP は以下の

とおりである。  
  

図 4.5.3-1 ハーモニカ工法の施工順序図 

出典：土木学会 5) 

出典：土木学会 5) 
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［STEP1］  
・基準となるトンネル①を掘削する。  

［STEP2］  
・基準トンネルに隣接するトンネル②～③を掘削する。  

［STEP3］  
・上段トンネル④～⑥を順次掘削する（複数の函体により大断面が完成する）。  

［STEP4～STEP7］  
・トンネル間の止水処理を行った後、鋼殻の一部（スキンプレート、縦リブ）を部分

的に撤去しながら鉄筋を組み立て、コンクリートを打ち込み、大断面のトンネルを

構築する。  
［STEP8］  

・コンクリートの養生後、内部の鋼殻（主桁・縦リブおよびスキンプレート）を切断・

撤去し、仕上げを行う。  
 

ハーモニカ工法の主な施工実績を表 4.5.3-1 に、同表中の「国道 1 号線原宿交差点立体

工事 8)」で採用した掘削機の外観を図 4.5.3-2 に示す。近年では、ハーモニカ工法の需要

も増加し、一般的なハーモニカ工法のみならず、上床版、下床版あるいは側面のみの施工

に部分的に使用する事例、また、単体トンネルの覆工体である鋼殻の本体構造物としての

利用や 2ｍ×2ｍの小型矩形掘進機を縦・横に組み合わせ連結して利用することで工程短縮

ならびにコスト縮減を図った事例（図 4.5.3-3、圏央道桶川北本地区函渠その 1 工事 9)）

がある。  
 

表 4.5.3-1 ハーモニカ工法の施工実績  

  

出典：土木学会 5) 
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9) 山田亮ほか：ハーモニカ工法マルチタイプの施工実績, 土木学会第 71 回年次学術講演会, 

Ⅵ -363, pp.725-726, 2016 
 

 

 

 

 

図 4.5.3-3 □-2m×2m 小型掘進機連結使用例 

出典：土木学会 5) 
図 4.5.3-2 ハーモニカ掘削機 

出典：大成建設 8) 

幅 3.83m× 高さ 3.89m 
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4.6 特殊断面施工 

 都市域の地下空間構築において、断面の多様化は、断面の最適化、開削工法の省略など

の観点から、その必要性が生じている 1)。  
［断面の最適化］  

・鉄道複線トンネルは直径約 10ｍの断面を必要とするが、複円形シールドを採用する

ことにより、断面を約 10％縮小することが可能となるなど、施設の使用目的によっ

ては、円形以外の断面が合理的になるため  
［開削工法の省略］ 

・電力および通信管路ではケーブルの接続や分岐が必要となり、従来は人孔を設けて

対応していたが、管路の深層化に伴い人孔の設置が割高となるため、地中において

一部区間の断面を拡大することが必要になったため 

・鉄道施設では、地中切拡げ工法により、単線並列トンネルを結びプラットホームを

設けるなど、開削トンネルを省略することができるため 

都市域において、地下空間を構築する際には、立地や地形・地質などの制約条件から、

シールド工法や推進工法などの掘進機を用いた非開削工法、ならびに開削工法を採用する

機会が多い。本節では、昨今、採用機会の増加ととともに著しい技術進展がみられるシー

ルド工法に着目し、断面の最適化の観点から、特殊断面シールド 2)により特殊断面の地下

空間を構築する建設技術について紹介する。建設技術の紹介にあたっては、図 4.6-1 に示

す特殊断面シールドの分類から、「複円形シールド」、「矩形シールド」による特殊断面の地

下空間構築技術を取り上げ、それぞれに施工例を示し概要を述べる。  

 

4.6.1 複円形シールド工法 

複円形シールド工法は、二つ以上の円を組み合わせた形状のシールドマシンを用いて掘

削する工法である。複円形シールド工法では、構築物に適した形状に近い断面のトンネル

を構築できるため、合理性や経済性の面で、大断面の円形シールド工法に比べ有利である。

一方で、補強のための中柱が必要であったり、円形シールド工法に比べ掘進時のローリン

グに対し厳しい管理が必要となる。  
複円形シールド工法のうち、代表的な工法を挙げると、MF シールド工法（図 4.6.1-1）、

DOT 工法（図 4.6.1-2）などがあり、これらの工法は主に掘削機構の相違によって分類さ

れる。複円形シールド工法の主な実績を表 4.6.1-1 に示す。   

図 4.6-1 特殊断面シールド工法の分類 

出典：土木学会 2) 

特殊断面シールド  複円形シールド  2 連円形シールド  

3 連円形シールド  

2 連並列円形シールド  

非円形シールド  矩形シールド  

その他（楕円形シールド，馬蹄形シールド） 
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表 4.6.1-1 複円形シールドの主な実績   

大 阪 市 地 下 鉄 7 号 線 大 阪 ビジネスパーク停 留 場 工 事  

（断 面 形 状 ：幅 17.3m×高 さ 7.8m） 

図 4.6.1-1 MF シールド工法 

出典：シールド工法技術協会 3) 

3 連 円 形 シールド（切 羽 前 後 型 ） 

図 4.6.1-2 DOT 工法 

出典：シールド工法技術協会 4) 

2 連 円 形 シールド（切 羽 同 一 平 面 型 ） 

名 古 屋 市 高 速 度 鉄 道 第 4 号 線 茶 屋 ヶ坂 公 園 工 区 （φ6.52m×幅 11.12m） 

出典：土木学会 2) 
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4.6.2 矩形シールド工法 

矩形シールド工法は、トンネルの断面を矩形（四角形）に掘削する工法であり、地下施

設の使用目的に応じた合理的な断面の地下空間を構築することが可能である。一方、円形

シールド工法に比べて、「トンネルの掘削が複雑になる」、「ライニングに作用する曲げモー

メントが大きくセグメントの断面が大きくなる」、「掘進時のローリングに対して厳しい管

理が必要になる」など、対応すべき技術的な課題は多い。  
矩形シールド工法は、主に掘削機構の相違によって、偏心多軸方式（図 4.6.2-1）、回転

軸偏心方式、複合円形方式（図 4.6.2-2）、揺動カッター方式（図 4.6.2-3）、オーバーカッ

ト方式、ドラムカッター方式（図 4.6.2-4）などに分類される。矩形シールド工法の主な実

績を表 4.6.2-1 に示す。  
  

図 4.6.2-1 

矩形断面シールド（偏心多軸方式） 

出典：シールド工法技術協会 5) 

習 志 野 市 菊 田 川 2 号 幹 線 管 渠 建 設 工 事 その 18（幅 4.38m× 高 さ 3.98m） 

図 4.6.2-3 

 矩形シールド（揺動カッター方式） 

出典：鹿島建設 7) 

きらめき通 り地 下 通 路 建 設 工 事 （幅 7.81m×高 さ 4.98m） 

図 4.6.2-4 

矩形シールド（ドラムカッター方式） 

出典：鹿島建設 8) 

東 急 東 横 線  渋 谷 駅 ～代 官 山 駅 間 地 下 化 工 事 （幅 10.64m×高 さ 7.44m） 

図 4.6.2-2 

矩形断面シールド（複合円形方式） 

出典：鹿島建設 6) 

13 号 線 神 宮 前 工 区 土 木 工 事 （幅 9.96m×高 さ 8.66m） 



Ⅳ-45 

表 4.6.2-1 矩形シールドの主な実績 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
【参考文献】  
1) 最新のシールドトンネル技術編集委員会；最新シールドトンネル技術 , (株 )技術書院 , 

1990.11 
2) (公社 )土木学会；トンネル標準示方書［共通編］・同解説／［シールド工法編］・同解説 , 

2016.8 
3) シールド工法技術協会；MF シールド工法  詳細パンフレット（参照 2021.11） ,  

http://shield-method.gr.jp/wp/wp-content/uploads/doc_dt_mf.pdf 
4) シールド工法技術協会；DOT 工法  詳細パンフレット（参照 2021.11） ,  

http://shield-method.gr.jp/wp/wp-content/uploads/doc_dt_dot.pdf 
5) シールド工法技術協会；偏心多軸シールド工法  -技術資料 -, 2020.8 

http://shield-method.gr.jp/wp/wp-content/uploads/doc_tec_dpl.pdf 
6) 鹿島建設 (株 )；地下鉄 13 号線用の複合円形シールド機が完成！（参照 2021.11）  

https://www.kajima.co.jp/news/press/200506/17c1fo-j.htm 
7) 鹿島建設 (株 )；アポロカッター工法「APORO-CUTTER 工法」（参照 2021.11）   

https://www.kajima.co.jp/tech/c_shield_tunnel/excavation/index.html#body_01 
8) 鹿島建設 (株 )；カッターヘッドの往復でトンネルを掘る～世界初の Wagging Cutter 

Shield 工法の開発・実用化（参照 2021.11）   
https://www.kajima.co.jp/news/digest/feb_1999/techplz/tech.htm 

 
 
 

 

 

出典：土木学会 2) 
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4.7 急曲線施工 

都市域における地下空間の再構築について、シールド工法による地下空間の構築は、一

般的に公共用地で適用されることが多いため、立坑位置、地表面の利用状況、支障物件、

近接構造物への影響などからその範囲を制約され、急曲線となることがある。上下水道や

電力、通信などのトンネルは、交差点などにおいて極めて小さい曲線半径を設けることが

ある。鉄道トンネルと道路トンネルは、技術基準類が整備されている 1)。  
通常の曲線半径は、シールドに中折れ装置等の装備や補助工法の併用等を必要とせず掘

進可能な曲線半径が一般的である。図4.7.1-1に、最小曲線半径とシールド外径（中折れ

無し）との施工実績を示す。限界となる曲線半径について明確な定義はない 1)。  
急曲線半径は、シールドの中折れ装置、余掘り装置やセグメントの種類、幅などの形状

寸法の対策や、薬液注入や高圧噴射撹拌工法などによる地山安定のための補助工法が必要

となる曲線半径が一般的である。図4.7.1-2に、最小曲線半径とシールド外径（中折れ有

り）との施工実績を示す 1)。  

 
図4.7.1-1 最小曲線半径とシールド外径（中折れ無し）との施工実績 

 

 
図4.7.1-2 最小曲線半径とシールド外径（中折れ有り）との施工実績 

 
急曲線施工が可能なシールド工法、また管の更生技術について、次項以降で紹介する。  

出典：トンネル標準示方書 1) 

出典：トンネル標準示方書 1) 最小曲線半径とシールド外径（中折れなし）との関係 

最小曲線半径とシールド外径（中折れ有り）との関係 
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4.7.1 急曲線シールド工法 

急曲線施工が可能なシールド工法の主な工法を、表4.7.1-1に示し、各工法の特長の概

要について述べる。  
 

表4.7.1-1 急曲線施工可能な主なシールド工法 

工法名  工法概要  協会名  
コ ン パ ク ト

シ ー ル ド 工

法  

4分割3ヒンジ構造の溝付き二次覆工一体型セグメント、

後方設備を内包した3分割シールド、ガイドローラー付きタ

イヤ式無操舵搬送システムなどの特長がある。  

コ ン パ ク ト シ

ー ル ド 工 法 研

究会  

ミ ニ シ ー ル

ド工法  

小口径を対象に開発されたシールド工法である。工法の

種類として、泥土圧式ミニシールド工法、TBM式ミニシー

ルド工法、ロードヘッダー式ミニシールド工法、手掘り式

ミニシールド工法、カッタービット機内交換がある。  
特長として、1500m以上の長距離施工、曲線半径10mの

急曲線施工、ボルトレス三等分割セグメント、二次覆工不

要などがある。  

ミ ニ シ ー ル ド

工法研究会  

ECO SPEED 
SHIELD工法  

工法として、推進・シールド併用タイプ（特殊推進工法）、

推進タイプ（巨礫破砕型・既設構造物到達型）、シールド

タイプ（小口径シールド工法）がある。  
シールドタイプの特長として、1000m以上の長距離施工、

曲線半径10mの急曲線施工がある。  

ECO SPEED 
SHIELD 工 法

協会  

デ ュ ア ル シ

ールド工法  

推進工法とシールド工法のそれぞれの利点を最大限取り

入れたものであり、緩やかな曲線および直線区間を推進工

法で施工し、急曲線や連続した曲線区間をシールド工法で

施工するものである。  
特長として、曲線半径10mの急曲線施工可能、推進工法

サイズの立坑で施工可能、泥濃式工法では同一掘進機で多

様な土質に対応可能などがある。  

デ ュ ア ル シ ー

ルド工法協会  

Wagging 
Cutter 
Shield工法  

カッターヘッドを一定の角度内で往復運動させながら掘

進するシールド工法で、円形はもちろんのこと、伸縮自在

のオーバーカッターを併用して、様々な形状のシールドト

ンネルの施工が可能である。  
R=8mの急曲線の施工実績（マシン外径φ5.24m、土圧式

シールド）がある。 7) 

シ ー ル ド 工 法

技術協会  
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(1) コンパクトシールド工法 

コンパクトシールド工法の特長は、4分割3ヒンジ構造の溝付き二次覆工一体型セグ

メント、後方設備を内包した3分割シールド、ガイドローラー付きタイヤ式無操舵搬送

システムである。長さは最大2200ｍの施工実績があり、曲線半径10mの急曲線施工、

仕上がり内径を1800mm、2000mm、2200mm、2400mm、2600mmに限定してシール

ド機の転用を行いコストダウンを図っている。  
1) 4分割3ヒンジ構造の溝付き二次覆工一体型セグメント 

セグメントは一次覆工と二次覆工を一体化し、新型のインバート付き4分割3ヒン

ジ構造とすることで、二次覆工厚を薄くでき、掘削断面の削減と二次覆工の工程省略

ができる。3ヒンジ構造であり、静定構造物となり安定性が高い。分割数を少なくし

たことにより、セグメント組立時間が短縮できる。図4.7.1-3にコンパクトシールド

工法のセグメントを示す。  
 

 
図4.7.1-3 コンパクトシールド工法のセグメント 

 
 
2) 後方設備を内包した3分割シールド 

シールド機を3節に分割･ユニット化し、後方台車設備をマシン内に内蔵する構造と

することで、後方設備内蔵のため初期掘進を省略、分割のまま発進することで立坑長

を短縮、分割化によるシールド機の転用を図りやすいなどがある。図4.7.1-4に3分割

シールド機の概略図を示す。  

出典：コンパクトシールド工法 HP2)
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図4.7.1-4 3分割シールド機の概略図 

 
 
3) ガイドローラー付きタイヤ式無操舵搬送システム 

インバート溝をガイドとして無操舵で走行するタイヤ式の搬送システムを開発し、

従来のレール・枕木などの軌条設備が不要である。図4.7.1-5にタイヤ式の搬送シス

テムの概略図を示す。  
 

 
図4.7.1-5 タイヤ式無操舵システム 

 
  

出典：コンパクトシールド工法 HP2)

出典：コンパクトシールド工法 HP2)
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4) 施工実績 

コンパクトシールド工法の施工実績を表4.7.1-2に示す。  
 

表 4.7.1-2 コンパクトシールド工法施工実績 ※一部抜粋 

 
 

(2) ミニシールド工法 

ミニシールド工法の特長は、1500m以上の長距離施工、曲線半径10mの急曲線施工、

ボルトレス三等分割セグメント、二次覆工が不要である。  
1) ボルトレス三等分割セグメント、ボルトレス継手 

セグメントは、中心角120°の三等分割セグメントで幾何学的に安定した構造であ

る。セグメント継手構造はセグメント間、リング間ともに凸凹ナックル形式の突き合

わせ方式であり、一般セグメントに使用される結合ボルトが不要である。図4.7.1-6

にセグメントの概略図、図4.7.1-7にボルトレス継手の概略図を示す。  

 
図4.7.1-6 セグメント概略図 

出典：ミニシールド工法 HP3)

出典：コンパクトシールド工法 HP2)
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図4.7.1-7 ボルトレス継手概略図 

 
2) 施工実績 

ミニシールド工法の施工実績を表4.7.1-3に示す。  
 

表4.7.1-3 ミニシールド工法施工実績 ※一部抜粋  

 
 
 
 
 

出典：ミニシールド工法 HP3)

出典：ミニシールド工法 HP3)
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(3) ECO SPEED SHIELD工法 

ECO SPEED SHIELD工法のうちシールドタイプの特長は、1000m以上の長距離施

工、曲線半径10mの多彩なカーブバリエーションの急曲線施工が可能である。セグメン

トは、ESS工法用セグメント（RC・合成・スチール）の他に、内水圧およびライニン

グに対応可能である。  
1) シールドタイプ 

全てをシールドタイプで施工するため、あらゆる線形（急曲線R=10m、1スパン

1000m以上）に対応できる。裏込注入は、掘進即時注入方式を採用し、地盤への影響

を最小限に抑える。後続設備の内蔵により、仕上がり内径1000mmからシールド施工

が可能であり、長距離施工、巨礫・玉石層、岩盤層施工でビットが摩耗した場合は機

内交換、地中障害物遭遇時に機内撤去ができる。図4.7.1-8にシールド機を示す。  
 

 
図4.7.1-8 シールド機 

 
2) ESS工法用セグメント 

ESS工法用セグメントは、曲線半径や施工条件に合わせてRCセグメント・合成セ

グメントの2種類から選択でき、取付け管施工も可能である。  
二次覆工省略型により、従来型のシールド工法と比較し、工期短縮とともに、掘削

排出土量を大幅に削減できる。セグメントは、「振動製法」と「遠心力製法」を採用

している。内水圧対抗型セグメントは、内水圧が作用する雨水貯留管・伏せ越し管路

・農業用水路等に対応可能である。可とうセグメントの使用により、耐震設計にも対

応可能である。上水道や農業用水路等のさや管築造では、スチールセグメントが使用

可能である。図4.7.1-9にセグメントを示す。  

 

出典：ESS 工法 HP4)
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図4.7.1-9 ESS工法用セグメント 

 
3) 施工実績 

ECO SPEED SHILED工法の施工実績を表4.7.1-4に示す。  

 
表4.7.1-4 ECO SPEED SHILED工法施工実績 ※一部抜粋 

 

 
 

(4) デュアルシールド工法 

デュアルシールド工法の特長は、曲線半径10mの急曲線施工が可能、推進工法サイズ

の立坑で施工可能、泥濃式工法では同一掘進機で多様な土質に対応可能などである。  
1) デュアルシールド掘進機 

デュアルシールド掘進機を図4.7.1-10に示す。  

出典：ESS 工法 HP4)

RC セグメント 合成セグメント スチールセグメント

出典：ESS 工法 HP4)
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図4.7.1-10 デュアルシールド掘進機 

 
 

2) 施工手順 

デュアルシールド工法（泥濃式急曲線推進）の施工手順を図4.7.1-11に示す。  

出典：デュアルシールド工法 HP5)
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図4.7.1-11 デュアルシールド施工手順 

 出典：デュアルシールド工法 HP5)
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3) 施工実績 

デュアルシールド工法の施工実績を表4.7.1-5に示す。  
 

表4.7.1-5 デュアルシールド工法施工実績 ※一部抜粋 

 

 

 

(5) Wagging Cutter Shield工法 

Wagging Cutter Shield工法は、カッターヘッドを一定の角度内で揺動運動しながら

掘進するシールド工法であり、強力なオーバーカッターを併用することで様々な掘削断

面形状への適用が可能である。特長として、カッターヘッドを複数配置し、余掘り装置

を併用することで円形以外に複円形や矩形などの様々な形状のシールドトンネルの施工

が可能、カッターヘッドを少数の揺動ジャッキで駆動するためシールド内部の機器の簡

素化、扁平断面への適用などがある。この工法は、泥土圧シールド工法を前提とした工

法である。  
1) 掘進機構 

掘進機構を図4.7.1-12に示す。  
 

 
図4.7.1-12 掘進機構 

 出典：シールド工法技術協会 HP6)

出典：デュアルシールド工法 HP5)
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2) 急曲線施工事例 

急曲線の施工事例を表4.7.1-6に示す。  
 

表4.7.1-6 Wagging Cutter Shield工法施工実績一覧 ※一部抜粋 

 
 
 
  

出典：シールド工法技術協会 HP6)
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4.7.2 急曲線における管更生工法  
急曲線施工が可能な管更生工法の主な工法を、表4.7.2-1に示し、各工法の特長の概要

について述べる。  
 

表4.7.2-1 急曲線施工が可能な主な管更生工法 

工法名  工法概要  協会名  

SPR工法  

既設管の内側に硬質塩化ビニル製プロファイルの更生管

を製管し、既設管と更生管の間隙に特殊裏込め材を充填す

る。古くなった管渠を既設管・更生管  ・裏込め材が一体と

なった強固な複合管として蘇らせる。  

日本SPR工法

協会  

パルテム・フロ

ーリング工法  

既設の管渠内で組み立てた鋼製リングに高密度ポリエチ

レン製のかん合部材と表面部材を組み付け、既設管渠と表

面部材との間に充填材を注入することにより、既設管渠を

更生する製管工法である。更生管は、既設管渠と更生材が

一体になった複合管となる。  

パ ル テ ム 技

術協会  

 
(1) SPR工法 

SPR工法の特長は、通水しながら施工可能、自走式製管機を用いれば円形・矩形・馬

蹄形・背割り管に対応可能、開削不要、曲線（最小5D、D；既設管径）や長距離製管に

対応、新管と同等以上の強度や流量に復元などがある。  
1) 施工概要 

図4.7.2-1に自走式による製管方法を示す。  
 

 
図4.7.2-1 SPR工法自走式による製管方法 

 
 
 

出典：日本 SPR 工法協会 HP8)



Ⅳ-59 

 
2) 作業手順 

図4.7.2-2に作業手順を示す。  

 
図4.7.2-2 SPR工法の作業手順 

 
 

(2) パルテム・フローリング工法 

パルテム・フローリング工法の特長は、通水しながら施工可能、円形・矩形・馬蹄形

などに対応可能、開削不要、曲線（最小半径3.6m）・連続する屈曲管に対応、新管と

同等以上の強度や流量に復元などがある。  
1) 施工概要 

図4.7.2-2に更生管の概要を示す。  

出典：日本 SPR 工法協会 HP8)



Ⅳ-60 

 

 
図4.7.2-2 パルテム・フローリング工法による管更生概要 

 
2) 作業手順 

図4.7.2-3に作業手順を示す。  

 
図4.7.2-3 パルテム・フローリング工法の作業手順 

 

出典：パルテム技術協会 HP9)

出典：パルテム技術協会 HP9)
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4.8 急速施工技術 

 地下インフラの再構築は既に市街化の進んだ都市部が対象となる場合が多いため、工事

に伴い交通渋滞および騒音・振動、大気汚染等が発生することで、都市機能や周辺住民の

生活環境に大きな影響を与える。これらの問題に対して、工事期間を短縮し、道路交通や

周辺環境への影響を低減できる急速施工技術が開発されている。急速施工は、交通渋滞低

減による経済損失の削減や生産性向上、さらに時間短縮による4週8休の実現、働き方改革

なども期待できる。  
急速施工技術の開発は、山岳、シールド、開削トンネル、立坑などの地下空間構築、交

差点立体化や鉄道の連続立体交差、高速道路等の床版架替え、舗装、盛土、プレキャスト

部材を用いた構築、既存構造物の補修・補強、解体など他分野にわたる。ここでは、これ

らの急速施工技術の中で、都市部での地下空間構築、再生に関連する①アンダーパス、  

②シールドトンネル、③開削トンネル、④立坑の4つの分野の急速施工技術を紹介する。  
 

4.8.1 アンダーパス急速施工技術 

交通量が多い都市部の交差点や踏切では交通渋滞が慢性的に発生している。一方、周囲

には商業ビルやマンション、家屋が隣接しているため、立体交差工事に伴う、振動・騒音、

景観等の周辺環境に留意する必要があり、交通規制や周辺環境への影響を最小限に抑えら

れるアンダーパスの急速施工法が求められている。アンダーパス工法には、箱形ルーフ（防

護材）と本体構造物のボックスカルバートを置き換えるタイプや PC 鋼線を連結した函体

をジャッキにて牽引するタイプ、トンネル外殻部を小断面の函体で先行して構築するタイ

プなど多くの工法があるが、ここでは、立坑の省略、掘進機や施工法の工夫などにより、

大幅な工期が期待できる 3 工法（①URUP 工法、②R-SWING 工法、③トロンボーン工法）

について表 4.8.1-1 および図 4.8.1-1～図 4.8.1-3 に示す。  
 

表 4.8.1-1 アンダーパス急速施工技術 

 

工法名 概　要 会社名

①URUP工法

（Ultra Rapid Under
Pass）

　立坑を構築することなくシールド機を地上から発進し、そのまま掘進
して再び地上に到達させることで、交差部のアンダーパスや地上からの
アプローチトンネルを非開削で構築できる工法である。開削工法やトン
ネル両端に立坑が必要な従来のシールド工法と比較して、大幅に工期を
短縮できるとともに、騒音・振動の低減、建設発生土・排出ガスの抑制
など環境にも優しいトンネル施工である。

大林組

②R-SWIG工法

非開削矩形アンダーパス工事に特化した掘削機を使用し、掘削機上部に
可動式の屋根（ルーフ）を持つユニークな機構で、そのルーフが地山を
先行掘削することにより地盤沈下の防止や、不測の埋設物などの先進探
査を行いながら掘削する。掘削機は幅2.3mのユニットしたマシンで構成

され、組立・解体時間の短縮が可能な他、地上発進・到達技術の組合せ
により工期短縮が可能となる。

鹿島建設

③トロンボーン工法

　U型の堀割り部と土被りの浅いトンネルはアプローチ区間用シールド

で施工し、交差点区間はトンネル区間用シールドに改造して1台のシール

ドマシンにより一体化施工する。トンネル断面は上下2段、幅方向に3列
または5列に分割施工することで作業帯幅を小さくし、かつ、開削施工部

分は両脇のトンネル函体を山留め代わりにして杭打ち作業を省略して工
期を短縮する。

石川島播磨
重工業
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4.8.2 シールド急速（高速）施工技術 

主に都市部の地下インフラ構築に用いられるシールド工法では、周辺環境への影響低減

やコスト縮減を図るために工期短縮が求められている。ここでは、シールド掘削とセグメ

ント組立を同時に行う掘進組立同時施工シールドおよびセグメント自動組立、資材搬送設

備、内部構築に関する急速施工について代表的な技術を紹介する。  

図 4.8.1-1 ＵＲＵＰ工法概要図 
出典：大林組 HP1)

図 4.8.1-2 Ｒ-ＳＷＩＮＧ工法概要図 
出典：鹿島建設 HP2)

図 4.8.1-3 トロンボーン工法概要図 
出典：石川島播磨重工業 HP  3)
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(1) 掘進組立同時施工シールド 

シールドの掘進とセグメントの組立を同時に行うことで、掘進・組立のサイクルが短

縮され、日施工量が増大して工期短縮が可能になる。掘進組立同時施工シールドはロン

グジャッキ方式とダブルジャッキ方式に大別される。代表的な掘進組立同時施工シール

ドを表4.8.2-1および図4.8.2-1～図4.8.2-5に示す。  
 

表4.8.2-1 掘進組立同時施工シールド技術 

 

 

 

 

工法名 概　要 会社名

①ラチス式同時施工
シールド工法

　シールド機の前胴と後胴を掘進・方向制御・トルク伝達の機能を備え
たラチスジャッキで連結しカッタヘッドの位置・姿勢を任意に制御で
き、前胴と後胴のスライド機構により、セグメント組立時に前胴のみ前
進できる他、前後揺動可能なエレクタヘッドにより、セグメント組立作
業の高速化を図り、サイクルタイムを短縮する。

鴻池組

②ハニカムセグメント
を用いた同時施工法

　六角形のハニカムセグメントの特長を生かしてシールド機の掘進とセ
グメント組立を同時に行う工法である。掘進に伴うエレクタと既設セグ
メントの相対位置の変化に対応する掘進同調機構がエレクタに内蔵され
ている。また、自動ボルト締結装置により継手ボルトを自動締結する。

奥村組

③F-NAVIシールド工法

　シールド本体部と前胴部をつなぐテンションジャッキと姿勢制御（前
胴部の首振り）を行う球面アーティキュレートとそのジャッキ、および
同時組立が可能な追従エレクタとロングストロークジャッキから構成さ
れており、前胴部がシールド機を正しい方向に誘導すると共に、シール
ド掘削とセグメント組立が同時に⾏える。

清水建設

④ASC-OMによる同時

掘進システム

　設定した力点に対して、ジャッキごとの圧力を自動で調整し、最適な
ジャッキ圧分布に制御するシステム（ASC-OM）により、掘削面にかか

る圧力を調整し、正確な掘進方向を確保することで、掘進とセグメント
組立の同時施工を可能とした高速施工技術である。

大林組

⑤ダブルジャッキ式同
時掘進工法

　掘進専用のジャッキとセグメント組立専用のジャッキの2種類のジャッ

キを装備し、シールド機本体の内部に装備した内胴を前後にスライドさ
せることで、掘進とセグメント組立を同時に行う。掘進ジャッキとセグ
メント組立用のジャッキを同一円周上に交互に装備し、内胴を反力に掘

進を行いながら、内胴の後方でセグメント組立を行う。

鹿島建設

図 4.8.2-1 ラチス式同時施工シールド工法概要図 
出典：鴻池組 HP4)
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図 4.8.2-2 ハニカムセグメントを用いた同時施工法概要図 
出典：奥村組 HP5)

図 4.8.2-3 F-NAVI シールド工法概要図 
出典：清水建設 HP6)

ハニカムセグメント

セグメント組立手順

図 4.8.2-4 ASC-OM による同時掘進システム概要図 
出典：大林組 HP7)
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(2) セグメント自動組立 

セグメント自動組立は、高速組立や高精度な組立、効率的な組立を目的に開発された

技術である。セグメント供給装置、位置決め機構、高速組立機構などから構成され、全

自動組立の他、一部手動も組み合わせた半自動組立がある。高速施工に伴うヒューマン

エラーを防止し、セグメント組立の品質向上が期待できる。主なセグメント自動組立技

術を表 4.8.2-2 と図 4.8.2-6 に示す。  
 

表 4.8.2-2 セグメント自動組立技術  

 
 

工法名 概　要 会社名

①セグメント自動組立
システム

　セグメント搬送・供給・把持・位置決め・締結の一連の作業を自動化
したシステムで、多様なセグメント継手形式（短ボルト・長ボルト・
コッター等）に対応可能で組立品質・安全性向上、大口径では特に高速
化が可能となる。

地中空間開発

②セグメント自動組立
システム

　セグメントの搬送から把持、位置決め、さらに継手結合までの一連の
セグメント組立作業を自動で安全に精度よく施工することができ、半自
動組立システムは、セグメントの粗位置決めまでを自動化したシステム
で、いずれも施工の効率化が図れる。

JIMテクノロ

ジー

図 4.8.2-5 ダブルジャッキ式同時掘進工法概要図 
出典：鹿島建設 HP8)

②セグメント自動組立

システムおよび半自動

組立システム 

①セグメント自動組立

システム  
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(3) 資材搬送設備の自動化 

掘進、組立サイクルの高速化を実現するためにはセグメントをはじめとする資機材の

供給サイクルを高める必要がある。ここでは立坑上から立坑下および坑内のセグメント

搬送に関する技術の例を表 4.8.2-3 および図 4.8.2-7～図 4.8.2-8 に示す。  
 

表 4.8.2-3 セグメント自動搬送技術 

 
 

工法名 概　要 会社名

①セグメント自動搬送
システム

　立坑上からの荷下ろし、坑内搬送および切羽搬送までの自動搬送シス
テムで、セグメントドーリー、セグメントリフト、セグメントセッ
ター、バッテリーロコ、セグメント供給装置から構成されている。

鹿島建設

②セグメント立坑自動
搬送システム

　地上セグメントヤードからセグメントを受け取り、立坑下で待機する
セグメント台車に積込むまで作業を自動化したシステムである。

フジタ

図 4.8.2-6 セグメント自動組立システム概要図 
出典：地中空間開発 HP9)
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(4) 内部構築の同時施工 

一次覆工をセグメントで構築した後に、道路トンネルなどでは内部構築が必要となる。

トンネル坑内での構築が必要なインバート・中壁・床版をプレキャスト化することで、

トンネル坑内での躯体構築作業の省力化が図れる。また、これらの部材を床版の上下で

分離搬送することで、シールド掘進と内部構築の同時施工が可能となり、トンネル工事

全体の工期を大幅に短縮できる。プレキャスト部材による内部構築施工法の例を   

表 3.8.2-4 と図 4.8.2-9 に示す。  
 

表 4.8.2-4 内部構築の同時施工 

 
 

工法名 概　要 会社名

プレキャスト化による
内部構築の同時施工

　大断面シールドトンネルにおいて、トンネル内部に構築する構造物の
部材をプレキャスト化するとともに、これらを上下に分離して効率的か
つ迅速に搬送することで、シールド掘進と内部構築を同時施工し、施工
効率の向上を図る。

鹿島建設

図 4.8.2-7 セグメント自動搬送システム概要図 
出典：鹿島建設 HP10)

図 4.8.2-8 セグメント立坑自動搬送システム概要図 
出典：フジタ HP11)
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4.8.3 開削工法急速施工技術 

鉄道のアンダーパスのアプローチ部や都市部の道路トンネルなどを開削工法で施工する

場合、既存道路の規制による交通渋滞や工事に伴う振動・騒音など周辺環境に与える影響

が大きく急速施工技術が求められている。従来の開削工法では仮設土留めを施工後、土留

め支保工を設置しながら掘削し、床付後躯体を構築することになる。ここでは、土留めの

本体利用による省力化や土留め支保工の省略、躯体構築の効率化により工期短縮が可能と

なる。開削工法の急速施工技術を表 4.8.3-1 および図 4.8.3-1～図 4.8.3-3 に示す。  
 

表 4.8.3-1 開削工法急速施工技術 

 
 

工法名 概　要 会社名

①さくさくSLIT工法

　プレキャスト部材を用いた逆巻き工法を基本とし、仮設土留め機能を
兼ねる側壁部材を構築後に、プレキャスト頂版を架設し、早期に地上部
を完成させた後、内部を掘削・構築する開削地下構造物の急速構築技術
である。仮設土留め工の省略などによる工期短縮、頂版部材の先行構築

により地上部を早期開放する。

戸田建設

②斜め土留め工法

　土留め壁を背面側に傾斜させることで、地下を掘削する際には作用す

る圧力（土圧）を低減させて、支保工を省略すると共に掘削内部をオー

プンな空間とすることで、支保工の架設撤去にかかる工程の短縮、掘削
や躯体構築の施工性の向上により工程短縮が図られる。

大林組

③スーパーリング工法

　大型リングセグメントを地上で組み⽴て、土留め掘削した空間に吊り

下ろして所定の位置までスライドさせた後、複数のセグメントのリング
間をプレストレスによって一体化させることにより、道路トンネルなど

を構築する工法で、リング構造により軽量化が図られ、コンクリート打
設等の作業が不要で、施工性が向上し工程短縮が図れる。

鹿島建設

図 4.8.2-9 プレキャスト化内部構築部材による施工概要図 
出典：鹿島建設 HP12)
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図 4.8.3-1 さくさくＳＬＩＴ工法概要図 
出典：戸田建設 HP13)

図 4.8.3-2 斜め土留め工法概要図 
出典：大林組 HP14)

図 4.8.3-3 スーパーリング工法概要図 
出典：鹿島建設 HP15)
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4.8.4 立坑急速施工技術 

立坑はシールド工法や推進工法でトンネルを構築する場合、掘進機を発進・到達させる

ために事前に構築することになる。近年、シールドトンネルは大断面、大深度化により、

立坑規模および深度も大きくなってきている。それに伴い立坑の施工が長期に及ぶことに

なるため、立坑施工の工期短縮は重要となる。立坑の急速施工に関する技術を表 4.8.4-1

および図 4.8.4-1～図 4.8.4-2 に示す。  
 

表 4.8.4-1 立坑急速施工技術 

 
 
 

 
 

 
 
 

工法名 概　要 会社名

①アーバン・メカ・
シャフト工法

　鋼製のリング躯体を地上で組立てながら順次地中に圧入していく工法
（アーバンリング工法）をベースとして、そのリング圧入システムとバ
ケット揚土システムに新規開発した水中駆動掘削システムを組み合わせ
たものである。回転式カッタを使用するため掘削速度が速いのみなら
ず、鋼製リング組立てと掘削を同時に行うため急速施工が可能である。

清水建設

②ハイパーシャフト工
法

　大口径深礎の機械化施工法として実績のある「スーパーＲＤ工法」を
ベースに、径2～3ｍが標準であるケーシング回転掘削機の先端に拡径装

置を取付け、ケーシングを動力軸としてその3倍程度の径の全断面機械掘

削を行なうもので、ケーシング回転掘削機のトルクが大きく、掘削能力
が高く急速施工が図れる。

鹿島建設

図 4.8.4-2 ハイパーシャフト工法概要図 
       出典：エンジニアリング協会 HP17) 

図 4.8.4-1 アーバン・メカ・シャフト 

工法概要図 
          出典：清水建設 HP16) 



Ⅳ-72 

【参考文献】  
1) (株 )大林組：大林組 H.P. ソリューション /テクノロジー（参照 2021.12）  
  https://www.obayashi.co.jp/solution_technology/detail/tech_d157.html 
2) 鹿島建設 (株 )：鹿島建設 H.P. 技術とサービス，土木技術，シールドトンネル技術，掘

進技術（参照 2021.12）  
  https://www.kajima.co.jp/tech/c_shield_tunnel/excavation/index.html#!body_02 
3) 石川島播磨重工業 (株 )：石川島播磨重工業 H.P. プレスリリース，2004.3.17 

（参照 2021.12）  
  https://www.ihi.co.jp/ihi/all_news/2003/infrastructure_offshore/1189961_1843.html 
4) (株 )鴻池組：鴻池組 H.P. 技術とソリューション（参照 2021.12）  
  https://www.konoike.co.jp/solution/detail/000423.html 
5) (株 )奥村組：奥村組 H.P. 奥村組の技術，土木技術，シールド・推進（参照 2021.12）  
  https://www.okumuragumi.co.jp/technology/engineering/shield/ 
6) 清水建設 (株 )：清水建設 H.P. 技術・ソリューション（参照 2021.12）  
  https://www.shimz.co.jp/solution/tech217/index.html 
7)  (株 )大林組：大林組 H.P. ソリューション /テクノロジー（参照 2021.12）  
  https://www.obayashi.co.jp/solution_technology/detail/tech_d139.html 
8) 鹿島建設 (株 )：鹿島建設 H.P. 技術とサービス，土木技術，シールドトンネル技術，掘

進技術（参照 2021.12）  
  https://www.kajima.co.jp/tech/c_shield_tunnel/excavation/index.html#!body_04 
9) 地中空間開発 (株 )：地中空間開発 H.P. 技術紹介，高速施工（参照 2021.12）  
  https://ugitec.co.jp/technologies/high-speed/ 
10)鹿島建設 (株 )：鹿島建設 H.P. 技術とサービス，土木技術，ICT，自動化  
 （参照 2021.12）https://www.kajima.co.jp/tech/c_ict/automation/index.html#!body_04      
11) (株 )フジタ：フジタ H.P. ソリューション・技術（参照 2021.12）  
  https://www.fujita.co.jp/solution-and-technology/detail/post_36.html 
12)鹿島建設 (株 )：鹿島建設 H.P. 企業情報，プレスリリース，2020.9.7（参照 2021.12）  
  https://www.kajima.co.jp/news/press/202009/7c1-j.htm 
13)戸田建設 (株 )：戸田建設 H.P. 技術とソリューション，土木，開削（地下工事）技術  
 （参照 2021.12）  https://www.toda.co.jp/tech/cutting/slit.html 
14) (株 )大林組：大林組 H.P. ソリューション /テクノロジー（参照 2021.12）  
  https://www.obayashi.co.jp/solution_technology/detail/tech_d096.html 
15)鹿島建設 (株 )：鹿島建設 H.P. 企業情報，プレスリリース，2017.12.12 

（参照 2021.12）  https://www.kajima.co.jp/news/press/201712/12c1-j.htm 
16)清水建設 (株 )；清水建設 H.P. テクニカルニュース，2003.10.31（参照 2021.12）  
  https://www.shimztechnonews.com/hotTopics/news/2003/s031028.html 
17) (一財 )エンジニアリング協会：地下開発利用研究センターH.P.，会員技術紹介  
  （参照 2021.12）https://www.enaa.or.jp/GEC/tec/index.htm 
 

 



Ⅳ-73 

4.9 その他の技術 

 地下インフラの再構築における各種技術について、これまで紹介された分野以外のいく

つかの項目について、現時点でのレベルと今後の動向について、簡単にまとめる。  
 

4.9.1 大深度施工 

(1) 概要 

都市部の錯綜した環境下でインフラを面的に再構築する場合には、ある程度の面積を

全面的に再開発することが効率的である。一方で、線状のインフラを再構築ないしは新

設する場合には、他のインフラが利用していない大深度に展開し、繋いでいく方が効率

的であるため、開発深度は次第に深くなる傾向にある。  
ここでは、東京外かく環状道路、リニア新幹線、および下水道幹線の事例を中心に、

現時点での大深度施工のレベルを概観するとともに、そこで使われている施工法の限界

深度等を確認する。なお、いわゆる山岳工法 (NATM トンネルおよび発破式立坑 )につい

ては、自立する硬質地盤を対象としており支保の考え方等が異なるため、基本的にここ

では対象外とする。  
 

(2) 東京外かく環状道路  
東京外かく環状道路は、都心から約 15km を環状に連絡する全長約 85km の高規格道

路である。このうち、西側の関越道との接点・大泉 JCT から東名 JCT までの約 16.2km
区間は住宅街 (私有地 )の下も通ることから、大深度法 (大深度地下の公共的使用に関する

特別措置法 )を活用し、深度 40m 以深において整備する工事が進んでいる。  
本工事は、大深度法の適用第 2 号案件であり、東名 JCT 付近および大泉 JCT 付近か

らそれぞれ 2 機のシールドマシン合計 4 機で北行き線および南行き線を掘削し、地中接

合にて繋げる予定である。このため、JCT 付近以外は 40m 以深の深度での施工が行わ

れている。  

 
図 4.9.1-1 東京外かく環状道路の平面図と断面図   

出典：東京都外かくパンフレット 1)
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(3) リニア中央新幹線  
リニア中央新幹線は、東京と名古屋を結ぶリニアモーターカーを利用した新幹線整備

事業であり、JR 東海が事業主体として進めている。この路線はリニアの高速性を保つた

めに縦断的にも横断的にも直線的な路線が計画されており、地形や既存施設の影響を極

力回避するために、全線 286km のうちトンネル構造が 246km と 86%を占めている。こ

のため、首都圏や名古屋付近の都市部でも大深度法を利用したトンネル構造が採用され

ている。  
トンネルはシールド工法で施工され、この発進基地として将来は非常口として活用さ

れる立坑の掘削が進められている。計画深度等のオープン情報は開示されていないが、

立坑の深度は 100m(東百合丘非常口 2))、90m(東品川非常口 3))などと報道されており、

日本でも有数の深度での建設が進められている。  
 

(4) 下水道幹線  
下水道は古くから地下を利用する代表的なインフラとして整備が行われている。さら

に、特に老朽化対策等のため施設の再構築等に際し、別系統との連携のために連絡管を

整備する必要が生じ、既存のインフラを避ける必要から設置深度が深くなることがある。

例えば、東京都の芝浦水再生センターと森ケ崎水再処理センターをつなぐ連結管整備 4)

では、両系統をつなぐシールドトンネルの発進・到達立坑はそれぞれ 70m を超える深度

で施工され、シールドは最深部で 58m の実績が報告されている。  
 

 
図 4.9.1-2 下水道連結管工事概要  

出典：東京都下水道局事業概要（令和元年版） 4)
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(5) 大深度立坑構築工法の限界  
大深度立坑の構築には地中連続壁工法とニューマチックケーソン工法が主に採用され

ている。このうち、地中連続壁工法は水平多軸回転カッターを用いて鉄筋コンクリート

で坑壁を構築することにより、地質等の条件によっては深度 150m 程度まで施工が可能

である 5)とされている。  

 
図 4.9.1-3 国交省積算基準における土留め工法の施工深度  

 
 

一方、ニューマチックケーソン工法は作業空間内の気圧を高めて地下水を排除して掘

削する施工方法であるが、点検時やトラブル時に作業員の作業空間内への入坑が必要で

あることから、最大作業気圧は従来 0.4MPa 程度とされていたが、無人化施工とヘリウ

出典：土木学会  建設技術研究委員会建設技術体系化小委員会 5)
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ム混合ガス呼吸システムを組み合わせることで 0.7MPa 程度 6)、地下水面下 70m 程度ま

での施工が可能となっている。  
 

(6) シールド工法の深度限界  
シールド工法は、未固結地盤をシールドマシンと呼ばれる円筒形の掘削機械の前面に

設けられたカッター面にかける圧力で地盤から作用する土圧・水圧に対抗し、マシン後

方でセグメントをつぎ足しながら掘進する工法である。カッター面に圧力をかける方法

として、泥水加圧式、泥土圧式などがあるが、いずれも緻密な圧力調整が必要である。  
シールド工法の深度限界については明確な基準は無いが、実績として東京湾アクアラ

インでは海面下 60m 程度 7)、また海面下 70m 程度の実績 8)も報告されている。  
大深度施工適用の課題は、カッター面の圧力保持・調整、セグメントの止水シール、

などが課題と考えられる。  
 

4.9.2 無人施工・自動施工  
(1) 概要  

近年の建設業における担い手不足、働き方改革、IT 技術の進展に伴って、無人施工や

自動施工の技術開発が急速に進められている。  
ここでは、地下工事を主体に、これらの技術の先端的な取組みを紹介する。  
 

(2) シールド工法の自動施工  
シールド工法は、カッター面に作用する土圧・水圧への管理をはじめ、掘進管理 (速度、

方向、ずり排出、等 )、セグメント組立等の管理項目があるが、これまでも運転室での遠

隔操作が進められている。さらに、AI 技術が一般化し始めたことにより、運転制御等に

取り入れる動きが加速しており、ゼネコン各社ともにシールド工事の完全自動化を見据

えて、技術開発 9),10)を進めている。  
 

(3) ニューマチックケーソン工法の無人施工  
ニューマチックケーソン工法は、地下水圧に対抗するため作業空間の気圧を高めてい

ることから、作業空間内での作業時間を減らすため、無人施工技術が発展している。現

在は遠隔操作が主体であるが、さらに自動化 11)を見据えた開発が進められている。  
 

(4) 山岳トンネルの無人施工  
山岳トンネルでは、切羽近傍での事故が多いこともあり、切羽作業を中心に無人施工

技術の開発が進められている。このうち、コンピュータジャンボを用いた削孔作業 12)、

鋼製支保工の建込作業 13)、吹付作業 14)等の単独工種は既に自動施工の取り組みがかな

り進んでいる。さらに、ずり出しではベルトコンベアを利用したホイールローダの自動

運転としてシステムの開発を含め、一連の自動施工技術の開発 15)が進められている。  
 

(5) ダムの無人施工  
ダム施工においては、一連の作業を複数の重機が自律的に実施するレベルまで自動施
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工技術が進んでいる。例えば、鹿島建設は東北地整・成瀬ダムの本体盛立て作業におい

て、23 台の自動重機 (ダンプトラック、ブルドーザ、振動ローラ )の堤体材料 (CSG 材 )の
運搬・撒出し・転圧・清掃作業を自律・連携して行っている 16)。  

 
(6) 地下工事における無人・自動施工の課題 

地下工事における無人施工・自動施工における課題として、GNSS による位置測定が

できないこと、無線通信環境が脆弱なこと、施工ヤードが狭く錯綜していること、など

が挙げられる。これらに対し、様々な IT 技術の活用 (自動追尾型 TS、SLAM 技術、等 )
や、狭いがために可能なこと (ローカル 5G、詳細 3D モデル、等 )などを利用した解決策

があり、ニーズに応じて急速に施工技術が発展していくことが期待される。  
 
4.9.3 新素材 

(1) 概要 

地球温暖化対策を契機とし、世界的にカーボンニュートラルが課題となっている。建

設業においては、製造時に大量の CO2 を排出するセメントの利用削減等がクローズアッ

プされている。  
ここでは、セメントに関する新しい動きとともに、その他の建設資材として有望な新

素材について紹介する。  
 

(2) CO2 削減型コンクリート  
セメント (普通ポルトランドセメント )の製造過程では多くの CO2 が排出され、我が国

全体の 3%に達するといわれている。そこで、高炉スラグを混入することで普通ポルトラ

ンドセメントの使用量を削減する研究開発が行われており、ECM セメント (高炉スラグ

60～70%混入、CO2 削減 60%以上 )17)やサスティンクリート (高炉スラグ+シリカフューム

73%、CO2 削減率 70%)18)、ジオポリマー (フライアッシュ+高炉スラグ 100%)19)などが知

られている。中性化や自己収縮にも対応した材料とされている。  
 

(3) CO2 吸収型コンクリート  
セメントの削減のみならず、

コンクリートが固まる過程で

CO2 を吸い込み、コンクリート

の CO2排出量を実質ゼロにする  
 技術が注目されている。  

CO2-SUICOM(シーオーツー

スイコム )20)はセメントの半分

以上を特殊な混和剤 (γ -C2S)や
産業副産物に置き換えること、

および火力発電所の排気ガスに

含まれる CO2 をコンクリートに

大量に固定することにより、  図 4.9.3-1 CO2-SUICOM の CO2 削減量  
出典：鹿島建設 HP  20)
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ネットゼロ以下とする技術である。試算では、コンクリート 1m3 当たりの CO2 排出量

が、普通セメント (288kg/m3)に対し、本コンクリート (-18kg/m3)となり、コンクリートを

施工することにより CO2 を削減する結果となっている。  
 

(4) 樹脂  
コンクリートの代替材料としての炭素繊維を混入した CFRP 樹脂 21)も開発されてい

る。価格的に高価であるものの、軽量で耐久性も高いことから、場所を絞ったうえでの

利用については、可能性が高い材料と考えられる。ただし、火災等に対しては、課題が

残る。  
 

(5) 木材  
近年カーボンニュートラルや SDGs、地産地消等の観点で、特に建築分野で木材の利

活用に注目が集まっている。個人住宅のみならず、国立競技場や地方自治体庁舎などの

大規模公共施設や文教施設、商業ビル等への活用も進んでいる。木材と鋼材、炭素繊維

等とのハイブリット化 22)も進んでおり、また難燃化等の対策も施された材料 23)が開発

されており、部材レベルで十分に利用可能な段階にある。  
 

(6) 廃木材・廃プラスチック  
リサイクル・未利用資源である木材とプラスチックを原料とした製品 24)が開発されて

いる。これらの材料を「微粉末→混合→成形」することで、内装材 (デッキ、ルーバー、

ウォール )などに利用できる。廃棄物、特に近年注目されている海洋環境への影響が懸念

されている廃プラスチックを建設資材に有効活用できる技術として、注目する必要があ

る。  
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第５章 まとめ 

 
第４部会報告では、社会と環境の変化を踏まえた地下インフラの再構築技術に関する調

査研究についてとりまとめた。  
第１章では本報告が取り扱う「再構築技術」の内容について検討し、いわゆる既存地下

インフラの改築・改修技術のみならず、新規地下インフラの構築技術についても本報告の

対象として扱うものとした。  
第２章では地下インフラの新たな使い方について、社会環境の変化を踏まえ地下空間の

メリット、地上と地下の使い分け、地下空間の具体的な新たな用途について検討した。  
第３章では地下インフラの再構築において共通となる課題と、第２章の検討結果を踏ま

え、その用途別に特有となる課題を挙げ、その解決に必要となる技術について検討した。  
第４章では具体的な再構築技術についてカテゴリを分け、近年用いられている技術につ

いて調査した。以下に本報告において調査した再構築技術の一覧を示す。  
 

表 5.1 地下インフラの再構築技術 

施工カテゴリ 技術・工法の名称 

4.1 拡幅  ・円周シールド連結工法    ・ビックKアーチ工法  
・まがるーふ工法       ・Kパイプリング工法  
・CS-SC工法         ・SR-JP工法  
・WJセグメント＋シールドルーフ工法  
・地下水対応型継手による覆工の外郭先行構築工法  
・円周シールドと大口径密閉型パイプルーフを組合せた地中拡幅工法  
・３C先行覆工地中拡幅工法  

4.2 接続  ・EX-MAC工法        ・T-BOSS工法  
・分割フード式シールド接合工法  

4.3 近接  ・地盤改良，耐震補強工法（サンドコンパクションパイル，置換等）  
・アンダーピニング工法  

4.4 小土被り  ・泥水加圧シールド工法    ・シールド地上発進，地上到達  
・R&C工法  

4.5 大断面  ・大口径円形シールド工法   ・外殻先行工法  
4.6 特殊断面  ・複円形シールド工法     ・矩形シールド工法  
4.7 急曲線  ・コンパクトシールド工法   ・ミニシールド工法  

・ECO SPEED SHIELD工法  ・デュアルシールド工法  
・Wagging Cutter Shield工法  ・SPR工法  
・パルテム  フローリング工法  

4.8 急速施工  ・URUP工法         ・トロンボーン工法  
・掘進組立同時施工シールド  ・セグメント自動組立  
・資材搬送設備の自動化    ・内部構築の同時施工  
・さくさくSLIT工法      ・斜め土留め工法  
・スーパーリング工法     ・アーバン  メカ  シャフト工法  
・ハイパーシャフト工法  

4.9 その他  ・大深度施工         ・無人施工，自動施工  
・新素材  
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本年度の報告では地下インフラの再構築技術について、近年の施工、研究事例から主要

なものを取りまとめたが、今後は他部会の報告内容を踏まえて、地下インフラ構築に必要

となる技術を洗い出し、内容の充実を図る予定である。  
また純粋な施工技術のみならず、「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」など地

下インフラの再構築において関連する法規や探査技術などについても、今後は調査研究の

対象とする。  
 

以 上  
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